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税務訴訟資料 第２５８号－６２（順号１０９２０） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 不納付加算税賦課決定処分取消請求控訴事件 

国側当事者・国（住吉税務署長） 

平成２０年３月１４日一部認容・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 所得税法２０４条１項２号（源泉徴収義務）の趣旨、文言に照らせば、同号にいう弁護士の業務

を弁護士法３条１項（弁護士の職務）に規定する訴訟事件等に関する行為その他一般の法律事務を行

うことに限定して解すべき理由はなく、弁護士が破産管財人として行う業務は、所得税法２０４条１

項２号にいう弁護士の業務に該当し、その報酬は同号の弁護士の業務に関する報酬又は料金に該当す

るとされた事例 

(2) ある給付が源泉徴収の対象となるためには、支払者と受給者との間に委任契約又はこれに類する

原因が存在し、これに基づいて支払われるものでなければならないと解すべきところ、破産者と破産

管財人との間には、委任契約又はこれに類する原因が存在しないから、破産管財人の報酬は弁護士の

業務に関する報酬等に当たらないとの原告管財人の主張が、源泉徴収の対象を支払者と受給者との間

に委任契約又はこれに類する原因が存在しこれに基づいて支払われるものに限定しなければ、支払者

にとって徴収納付義務を履行することが著しく困難であるなど源泉徴収制度を採用することが著し

く不合理であるとも考えられないとして排斥された事例 

(3) 源泉徴収義務者となる報酬、料金等の支払をする者の意義 

(4) 破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済が経済的利益の移転としての支払に当たること

はその性質上明らかであるところ、破産者は、破産宣告後も破産財団に係る実体的権利義務の帰属主

体であり、破産管財人に法主体性は認められないと解されるから、破産債権に対する配当及び財団債

権に対する弁済に係る経済的出捐の効果の帰属主体は破産者であり、したがって、破産債権に対する

配当又は財団債権に対する弁済が所得税法において源泉徴収の対象として規定されている一定の所

得又は報酬、料金等に係るものであるときは、当該配当又は弁済に係る支払をする者は、破産者であ

ると解すべきであるとされた事例 

(5) 源泉徴収制度の仕組みにかんがみると、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済をする

際に生じる源泉所得税は、当該破産債権に対する配当又は当該財団債権に対する弁済に供される金員

のうちの一部であるということができるから、破産債権の配当又は財団債権の弁済の際の源泉所得税

の徴収及び納付は、破産財団の処分に必然的に伴う事務ということができ、したがって、破産債権に

対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税の徴収及び納付は、破産管財人の権限に包含

されると解するのが相当であるとされた事例 

(6) 自らの権限で支払をすることができない者はその支払の対象である経済的利益から源泉所得税を

天引きすることができないから、支払をする者とは、当該支払に係る経済的出捐の効果の帰属主体で

あるだけでは足りず、これに加えて自らの権限で支払行為をすることができる者でなければならない

との原告管財人の主張が、破産者の場合は、破産管財人が破産債権に対する配当及び財団債権に対す

る弁済という形で経済的利益の移転としての支払をする権限を有するとともに、当該支払に係る源泉

所得税の徴収及び納付の権限を有し、その効果が破産者に帰属する関係にあるから、当該経済的利益

の移転に係る所得について源泉徴収制度を採用する合理的根拠に欠けるところはなく、源泉徴収制度
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の趣旨からすれば、源泉徴収制度の適用場面を本人又はその法定代理人、代表者等本人と同視し得る

ものが支払並びに当該支払に係る源泉所得税の徴収及び納付をする権限を有する場合に限定すべき

必然性はなく、そのように限定解釈すべき手がかりとなるような法令の規定も見いだせないとして排

斥された事例 

(7) 本来支払を受ける者において負担すべき源泉所得税の徴収及び納付を破産管財人の権限に含ませ

ることは、破産管財人に破産財団に対する管理処分権が専属することとした破産法の目的に反すると

の原告管財人の主張が、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税について

も、その支払者である破産者のみが当該源泉所得税の徴収、納付義務者として国との間で直接の法律

関係に入り、当該源泉所得税の徴収、納付義務は当該配当又は弁済の時に法律上当然に成立し、その

成立と同時に納付すべき税額が確定するものであって、これを破産管財人において徴収し納付するこ

とは、破産者に対するその他の租税債権の納付と何ら異なるところはなく、正に、破産者の財産等の

公正かつ公平な精算に資する行為というべきであるから、何ら破産法の目的に反するものではないと

して排斥された事例 

(8) 源泉徴収に係る租税債権が破産債権又は財団債権に該当しないとすれば、源泉所得税の徴収及び

納付に係る事務は破産管財人の権限に属しないと解する余地があるが、破産債権に対する配当又は財

団債権に対する弁済に係る源泉所得税相当額は、破産債権者の共同的満足の引当てとなるべきもので

はないのであって、当該源泉所得税相当額は、破産債権者において共益的な支出として共同負担する

のが相当な破産財団管理上の経費として、破産財団に関して生じたものに当たると解すべきであるか

ら、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税の納税義務は破産法４７条２

号（財団債権の範囲）ただし書の規定により財団債権に該当するというべきであり、また、不納付加

算税の債権は、本税たる租税債権に附帯して生じるものであるから、それが財団債権に当たるかどう

かは、本税である租税債権が財団債権性を有するかどうかにかかるものというべきあるところ、本税

である源泉所得税に係る租税債権が財団債権に該当する以上、その附帯税である不納付加算税に係る

租税債権も財団債権に該当するというべきであるとされた事例 

(9) 破産債権の配当は個別的執行手続等と同様、支払の任意性を欠き、その実体関係と切り離された

手続としての特殊性ゆえに配当は「支払」に当たらないから、破産債権の配当について源泉徴収義務

は生じないとの原告管財人の主張が、個別的執行手続等における配当が支払の任意性を欠き、又は実

体関係と切り離された手続として行われるものであるとしても、当該配当により経済的利益が移転す

る以上、当該経済的利益を所得税の課税対象とすることに何ら支障はなく、その徴収方法として源泉

徴収制度を採用するか否かは、立法政策の問題にすぎないというべきところ、源泉徴収制度の趣旨に

照らしても、支払の任意性の欠如や手続としての特殊性が直ちに当該配当に係る所得について源泉徴

収制度を採用することの合理性を失わせるものとは認め難いとして排斥された事例 

(10) 破産債権に対する配当は、本来の属性に従った債権に対する支払の意味を有せず、当該破産債権

の経済的価値に即した破産財団所属財産の金銭的価値の配分にすぎないから、源泉徴収義務は生じな

いとの原告管財人の主張が、個別的執行手続等における配当であると破産手続における配当であると

を問わず、当該配当によって当該配当に係る報酬、料金等の実体法上の債権が消滅するのであり、当

該配当に係る経済的利益の移転の原因である実体上の法律関係の内容、性質等に応じた種類の所得が

発生することは明らかであるから、個別的執行手続等及び破産手続における執行債権ないし破産債権

が実体法上の性質が捨象された債権としての様相を呈することを理由に源泉徴収義務を否定するこ

とはできないとして排斥された事例 
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(11) 破産管財人に源泉徴収義務を課し、源泉徴収の際に不可避的に生じ得る過誤について個人として

賠償責任を負い、又は法的紛争に巻き込まれるリスクを負わせることに合理性はないとの原告管財人

の主張が、各種所得又は報酬、料金等に係る源泉徴収、納付手続において源泉徴収義務者が徴収すべ

き所得税の額の計算や年末調整の手続を破産管財人が行うことが破産手続ないし破産管財人の地位、

権限等に照らして不可能又は著しく困難であるとまでいうことはできず、加えて、破産財団の規模、

内容、破産債権者の数等によっては破産管財人の業務内容が複雑、膨大なものとなることも少なくな

いのであって、このことをも斟酌すれば、破産法が源泉徴収、納付手続における徴収すべき所得税の

額の計算や年末調整の手続に係る事務の煩雑さ等を理由に源泉徴収納付事務を破産管財人の権限か

ら除外しているものと解することはできず、個別の事案において源泉徴収すべき所得税の額の計算方

法等について法律解釈上ないし事実上の問題を生じ、破産管財人が個人として賠償責任を負う危険を

負担するとしても、そのような場面は源泉所得税の徴収、納付事務以外の管財事務の遂行過程におい

ても生じ得るものであることからすれば、直ちに一般的に破産管財人が源泉徴収義務を負わないこと

の根拠とすることはできないとして排斥された事例 

(12) 破産債権の配当又は財団債権の弁済の際に生ずる源泉所得税の徴収納付に係る事務は、特定の破

産債権者又は財団債権者の利益のためのものでしかなく、源泉徴収義務を破産管財人に課し、上記事

務に係る費用を破産債権者全体（破産財団）の負担とするのは妥当でないとの原告管財人の主張が、

源泉徴収制度の仕組みが直ちに不合理であるということはできない以上、当該源泉所得税の徴収及び

納付に係る費用をその支払をする者において負担することは、所得税法が当然に予定するところとい

うべきであり、そうであるとすれば、破産債権の配当又は財団債権の弁済の際の源泉所得税の徴収及

び納付に係る費用について、破産者に対する他の租税債権の納付に係る費用と同様に破産財団の負担

とすることとしても、破産法の趣旨目的に反するということはできないとして排斥された事例 

(13) 不納付加算税の趣旨と「正当な理由」の意義 

(14) 破産債権の配当に係る破産管財人の源泉徴収義務については、①課税庁が個別の事案においてこ

れを肯定する見解を表明した例が過去にあったことが認められること、②課税庁によって破産管財人

に対する源泉所得税の納税告知等の処分がされた例は従前ほとんどないこと、③破産管財業務に携わ

ってきた弁護士等によってこれを否定する見解を採るべきとする論稿が複数発表されるとともに、平

成５年９月ころ以降、この見解を採る旨が東京、大阪、名古屋の各地方裁判所の破産事件担当部から

公表され、破産実務において、これに従った取扱いが長期にわたってされてきたこと、④関連判決以

前に破産債権の配当に係る破産管財人の源泉徴収義務について判示した裁判例も存在しなかったこ

とから、遅くとも平成５年以降、破産債権の配当について破産管財人は源泉徴収義務を負わないとい

う実務慣行が形成され、破産裁判所も破産管財人もその旨の共通認識の下に破産管財業務を遂行ない

し監督し、課税庁においてもこれに対する態度を明確にしないままこのような実務慣行をいわば黙認

してきたものということができ、このことに加えて、個別的執行手続等における配当については源泉

徴収義務がないと解する余地があることなどからして、破産手続においても破産債権の配当について

破産管財人には源泉徴収義務はないとする見解にも相応の論拠があるといい得ることをも併せ考え

ると、破産管財人において、破産債権の配当について破産管財人に源泉徴収義務はないとして、これ

に係る源泉所得税の徴収及び納付をしなかったとしても、それには無理からぬ面があり、それをもっ

て当該破産管財人の主観的な事情に基づく法律解釈の誤りにすぎないものということはできず、原告

管財人が本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納付しなかったことについて、真に原告管

財人の責めに帰することのできない客観的な事情があり、不納付加算税の趣旨に照らしてもなお破産
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会社に不納付加算税を賦課することが不当又は酷になるというのが相当であるから、国税通則法６７

条１項（不納付加算税）ただし書にいう「正当な理由」があるとされた事例 

(15) 退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納付しなかったことについて課税庁に何らの帰責

事由もなく、法律の専門家である弁護士であれば、破産管財人として労働債権の配当をした場合、所

得税法上、何らかの源泉徴収義務が生じる可能性があることは容易に想定することができ、また、こ

の点について課税庁に照会することもできたとの課税庁の主張が、遅くとも平成５年以降の破産実務

においては、破産債権に対する配当について破産管財人に源泉徴収義務はないとする取扱いが慣行と

して行われてきたのに、課税庁においてこの取扱いを否定する立場を積極的には表明して来なかった

のであり、少なくとも、原告管財人において課税庁が破産実務における上記取扱いを否定する立場を

採用しているものと認識するなどし、破産債権に対する配当について源泉徴収義務が生じる可能性を

想定することは著しく困難であったというべきであるとして排斥された事例 

(16) 弁護士たる破産管財人に対する報酬が所得税法２０４条１項２号（源泉徴収義務）の弁護士の業

務に関する報酬又は料金に当たらないとする見解に相応の論拠があるというのは困難である上、財団

債権に対する弁済については、特に手続上の特殊性があるといった事情もないから、破産管財人にお

いて、破産管財人報酬の支払について破産管財人に源泉徴収義務はないとして、これに係る源泉所得

税の徴収及び納付をしないのは、当該破産管財人の主観的な事情に基づく法律解釈の誤りにすぎない

ものというほかなく、原告管財人が本件破産管財人報酬に係る源泉所得税を法定納期限までに納付し

なかったことについて、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり、不納付加算

税の趣旨に照らしてもなお破産会社に不納付加算税を賦課することが不当又は酷になるとまでいう

ことはできないから、国税通則法６７条１項（不納付加算税）ただし書にいう「正当な理由」がある

ということはできないとされた事例 

判 決 要 旨  

(1)・(2) 省略 

(3) 所得税法が、一定の所得又は報酬、料金等について、その支払をする者に源泉徴収義務を課すこ

ととした趣旨は、当該支払によって支払をする者から支払を受ける者に移転する経済的利益が課税の

対象となるところ、支払をする者は、その支払によって経済的利益を移転する際に、所得税として、

その利益の一部をいわば天引きしてこれを徴収し、国に納付することができ、かつ、当該税額の算定

が容易であるからであると解され、そうであるとすれば、支払をする者とは、当該支払に係る経済的

出捐の効果の帰属主体をいうと解すべきである。 

(4)～(12) 省略 

(13) 不納付加算税は、源泉所得税の不納付による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反

者に対して課されるものであり、これによって、当初から適正に徴収及び納付をした納税者との間の

客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、源泉所得税の不納付による納税義務違反の発生を防止

し、適正な徴収納付の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置である。この趣旨

に照らせば、源泉所得税の不納付があっても例外的に不納付加算税が課されない場合として国税通則

法６７条１項（不納付加算税）ただし書が定めた「正当な理由があると認められる場合」とは、真に

納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり、不納付加算税の趣旨に照らしてもなお納

税者に不納付加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である。 

(14)～(16) 省略 
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判 決 

原告         破産者Ａ株式会社破産管財人 

           甲 

同常置代理人弁護士  山下 良策 

同          池口 毅 

同          桐山 昌己 

同訴訟代理人弁護士  水野 武夫 

同          末崎 衛 

同          元氏 成保 

被告         国 

同代表者法務大臣   鳩山 邦夫 

処分行政庁      住吉税務署長 

           井田 克己 

被告指定代理人    鈴木 紀子 

同          金居 作年 

同          原田 久 

同          住川 勝幸 

同          原 茂信 

同          福田 ちひろ 

 

主 文 

１ 住吉税務署長が平成１５年１０月２３日付けで破産者Ａ株式会社に対してした同社の

平成１２年８月分の源泉徴収による所得税に係る不納付加算税賦課決定処分を取り消す。 

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は、これを２０分し、その９を原告の負担とし、その余を被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 住吉税務署長が平成１５年１０月２３日付けで破産者Ａ株式会社に対してした同社の

平成１２年７月分、同年８月分及び平成１３年３月分の源泉徴収による所得税に係る各不

納付加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が破産管財人に対する報酬を支払うとともに、Ａ株式会社（破産宣告後の

同社を含み、以下「Ａ」という。）の元従業員らに対して退職金等を配当したものの、こ

れらについて源泉徴収による所得税（以下「源泉所得税」という。）の徴収及び納付をし

なかったところ、住吉税務署長が、平成１５年１０月２３日付けで、Ａに対し、上記破産

管財人に対する報酬及び退職金等について、源泉所得税の納税告知処分及び不納付加算税

賦課決定処分をしたことから、原告が、破産者ないし破産管財人には源泉徴収義務はない

などと主張して、上記各不納付加算税賦課決定処分の各取消しを求めた取消訴訟である。 

１ 法令の定め等 
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(1) 所得税法等 

ア 所得税法６条は、同法２８条１項（給与所得）に規定する給与等の支払をする者

その他同法４編１章から６章まで（源泉徴収）に規定する支払をする者は、同法に

より、その支払に係る金額につき源泉徴収をする義務があると規定する。 

イ 所得税法３０条１項は、退職所得とは、退職手当、一時恩給その他の退職により

一時に受ける給与及びこれらの性質を有する給与（以下「退職手当等」という。）

に係る所得をいうと規定する。 

 同法１９９条は、居住者に対し国内において同法３０条１項（退職所得）に規定

する退職手当等の支払をする者は、その支払の際、その退職手当等について所得税

を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月１０日までに、これを国に納付しなけれ

ばならない旨規定する。同法２０１条１項１号は、退職手当等の支払を受ける居住

者が提出した退職所得の受給に関する申告書に、その支払うべきことが確定した年

において支払うべきことが確定した他の退職手当等で既に支払がされたもの（同項

２号において「支払済みの他の退職手当等」という。）がない旨の記載がある場合

における同法１９９条（源泉徴収義務）の規定により徴収すべき所得税の額は、そ

の支払う退職手当等の金額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１に相当

する金額（当該金額に１０００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１

０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。同項２

号において同じ。）を課税退職所得金額とみなして同法８９条１項（税率）の規定

を適用して計算した場合の税額とするとし、同項２号は、退職手当等の支払を受け

る居住者が提出した退職所得の受給に関する申告書に、支払済みの他の退職手当等

がある旨の記載がある場合における同法１９９条（源泉徴収義務）の規定により徴

収すべき所得税の額は、その支払済みの他の退職手当等の金額とその支払う退職手

当等の金額との合計額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１に相当する

金額を課税退職所得金額とみなして同法８９条１項の規定を適用して計算した場

合の税額から、その支払済みの他の退職手当等につき同法１９９条の規定により徴

収された又は徴収されるべき所得税の額を控除した残額に相当する税額とする旨

規定する。同法２０１条２項は、同条１項各号に規定する退職所得控除額は、同項

の規定による所得税を徴収すべき退職手当等を支払うべきことが確定した時の状

況における同法３０条３項１号（退職所得控除額）に規定する勤続年数に準ずる勤

続年数及び同条４項３号に掲げる場合に該当するかどうかに応ずる別表第６に掲

げる退職所得控除額（同項１号に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準じ

て計算した金額）による旨規定する。なお、上記別表第６は、別紙１のとおりであ

る。 

ウ 所得税法２０４条１項柱書は、居住者に対し国内において同項各号に掲げる報酬

若しくは料金、契約金又は賞金の支払をする者は、その支払の際、その報酬若しく

は料金、契約金又は賞金について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月

１０日までに、これを国に納付しなければならないと規定し、同項２号は、弁護士

（外国法事務弁護士を含む。）、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、

社会保険労務士、弁理士、海事代理士、測量士、建築士、不動産鑑定士、技術士そ
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の他これらに類する者で政令で定めるものの業務に関する報酬又は料金を掲げる。

同法２０５条柱書は、同法２０４条１項の規定により徴収すべき所得税の額は、次

の各号の区分に応じ当該各号に掲げる金額とすると規定し、同法２０５条１号は、

同法２０４条１項１号、２号、４号若しくは５号又は７号に掲げる報酬若しくは料

金又は契約金（同法２０５条２号に掲げる報酬及び料金を除く。）につき、その金

額に１００分の１０（同一人に対し１回に支払われる金額が１００万円を超える場

合には、その超える部分の金額については、１００分の２０）の税率を乗じて計算

した金額とし、同法２０５条２号は、同法２０４条１項２号に掲げる司法書士、土

地家屋調査士若しくは海事代理士の業務に関する報酬若しくは料金等につき、その

金額から政令で定める金額を控除した残額に１００分の１０の税率を乗じて計算

した金額と規定する。所得税法施行令３２２条は、所得税法２０５条２号（報酬又

は料金等に係る徴収税額）に規定する政令で定める金額は、同法２０４条１項２号

（報酬、料金等に係る源泉徴収義務）に掲げる司法書士、土地家屋調査士又は海事

代理士の業務に関する報酬又は料金について、同一人に対し１回に支払われる金額

につき１万円とする旨規定する。 

エ 所得税法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの）８９条１項は、居住者

に対して課する所得税の額は、その年分の課税総所得金額又は課税退職所得金額を

それぞれ同項の表の上欄に掲げる金額に区分してそれぞれの金額に同表の下欄に

掲げる税率を乗じて計算した金額を合計した金額と、その年分の課税山林所得金額

の５分の１に相当する金額を同表の上欄に掲げる金額に区分してそれぞれの金額

に同表下欄に掲げる税率を乗じて計算した金額を合計した金額に５を乗じて計算

した金額との合計額とするとし、同項の表は、３３０万円以下の金額につき、１０

０分の１０とし、３３０万円を超え９００万円以下の金額につき、１００分の２０

と規定する。 

オ 国税通則法６７条１項は、源泉徴収による国税がその法定納期限までに完納され

なかった場合には、税務署長は、当該納税者から、同法３６条１項２号（源泉徴収

による国税の納税の告知）の規定による納税の告知に係る税額又はその法定納期限

後に当該告知を受けることなく納付された税額に１００分の１０の割合を乗じて

計算した金額に相当する不納付加算税を徴収し、ただし、当該告知又は納付に係る

国税を法定納期限までに納付しなかったことについて正当な理由があると認めら

れる場合は、この限りでないと規定する。なお、国税通則法１１８条３項は、附帯

税の額を計算する場合において、その計算の基礎となる税額に１万円未満の端数が

あるとき、又はその税額の全額が１万円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てる旨規定する。 

(2) 破産法（大正１１年法律第７１号。平成１６年法律第７５号により廃止される前

のもの。以下同じ。） 

 破産法６条１項は、破産者が破産宣告の時において有する一切の財産は、これを破

産財団とする旨規定する。同法７条は、破産財団の管理及び処分をする権利は、破産

管財人に専属する旨規定し、同法１６６条は、破産管財人は、費用の前払及び報酬を

受けることができ、その額は、裁判所が定める旨規定する。 
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 同法４７条柱書は、同条各号に掲げる請求権は、これを財団債権とするとし、同条

２号は、国税徴収法又は国税徴収の例により徴収することができる請求権、ただし、

破産宣告後の原因に基づく請求権は破産財団に関して生じたものに限る旨規定する。 

(3) 弁護士法等 

 弁護士法３条１項は、弁護士は、当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱によ

って、訴訟事件、非訟事件及び審査請求、異議申立て、再審査請求等行政庁に対する

不服申立事件に関する行為その他一般の法律事務を行うことを職務とする旨規定し、

同法２４条は、弁護士は、正当の理由がなければ、法令により官公署の委嘱した事項

及び会則の定めるところにより所属弁護士会又はＢ連合会の指定した事項を行うこ

とを辞することができないと規定する。 

 同法３０条の５は、弁護士法人は、同法３条に規定する業務を行うほか、定款で定

めるところにより、法令等に基づき弁護士が行うことができるものとして法務省令で

定める業務の全部又は一部を行うことができる旨規定し、弁護士法人の業務及び会計

帳簿等に関する規則（平成１３年法務省令第６２号）１条１号は、弁護士法３０条の

５に規定する法務省令で定める業務として、当事者その他関係人の依頼又は官公署の

委嘱により、管財人、管理人その他これらに類する地位に就き、他人の事業の経営、

他人の財産の管理若しくは処分を行う業務又はこれらの業務を行う者を代理し、若し

くは補助する業務を規定する。弁護士法３０条の２１は、同法２４条等の規定は、弁

護士法人について準用する旨規定する。 

 同法７２条は、弁護士又は弁護士法人でない者は、報酬を得る目的で訴訟事件、非

訟事件及び審査請求、異議申立て、再審査請求等行政庁に対する不服申立事件その他

一般の法律事件に関して鑑定、代理、仲裁若しくは和解その他の法律事務を取り扱い、

又はこれらの周旋をすることを業とすることができず、ただし、同法又は他の法律に

別段の定めがある場合は、この限りでないと規定する。 

２ 前提事実 

 以下の各事実は、当事者間に争いがないか、掲記の証拠等によって容易に認定するこ

とができる。 

(1) Ａは、平成１１年９月１６日午後０時、大阪地方裁判所から破産宣告を受け（平

成●●年（○○）第●●号）、原告がその唯一の破産管財人に選任された。 

（甲１） 

(2) 原告は、平成１１年１０月１８日、乙（別紙２「本件退職金に係る源泉徴収税額

計算表」記載２９４。以下「乙」という。）に対し、解雇予告手当８１万０３４２円

を配当したが、これに係る源泉所得税の徴収及び納付はされていない。 

 原告は、平成１２年８月３０日、Ａの元従業員ら２７０名（別紙２「本件退職金に

係る源泉徴収税額計算表」記載１から２６９まで及び３０５。乙と併せて、以下「本

件元従業員ら」という。）に対し、退職金合計５億９４１５万２８０８円（乙に対す

る上記解雇予告手当と併せて、以下「本件退職金」という。）を配当したが、本件退

職金に係る源泉所得税の徴収及び納付はされていない。 

 なお、本件元従業員らについて、各人の採用年月日、退職年月日及び勤続年数並び

に各人が受け取った解雇予告手当、年金信託契約の解約による退職一時金、Ｃ事業団
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による未払賃金立替金及び本件退職金は、それぞれ別紙２の各人の①から⑦までの欄

に記載のとおりである。 

（弁論の全趣旨） 

(3)ア 大阪地方裁判所は、平成１２年６月２９日、破産管財人の報酬を３０００万円

とする旨決定し、原告は、同年７月３日、甲に対し、上記金額を支払った。 

イ 原告は、同月１３日、司法書士に対し、根抵当権抹消費用等として１万１２１０

円の報酬（以下「本件司法書士報酬」という。）を支払った。 

ウ 大阪地方裁判所は、平成１３年３月２１日、破産管財人の報酬を５０００万円と

する旨決定し、原告は、同月２８日、甲に対し、上記金額を支払った（上記各管財

人報酬を併せて、以下「本件管財人報酬」という。）。 

エ 本件管財人報酬及び本件司法書士報酬に係る所得税につき源泉徴収はされてい

ない。 

（弁論の全趣旨） 

(4) 住吉税務署長は、平成１５年１０月２３日付けで、Ａに対し、以下の各処分をし

た。これらの各処分における納付すべき税額等は、別紙３のとおりである。 

ア 平成１２年７月分の上記(3)ア記載の破産管財人の報酬及び同イ記載の本件司法

書士報酬の源泉所得税の納税告知処分及び不納付加算税賦課決定処分 

イ 平成１２年８月分の本件退職金の源泉所得税の納税告知処分及び不納付加算税

賦課決定処分 

ウ 平成１３年３月分の上記(3)ウ記載の破産管財人の報酬の源泉所得税の納税告知

処分及び不納付加算税賦課決定処分 

 なお、上記各納税告知処分を併せて、以下「本件各納税告知処分」といい、上記

各不納付加算税賦課決定処分を併せて、以下「本件各処分」という。 

（甲２） 

(5) 住吉税務署長は、平成１５年１０月２８日付けで、原告に対し、本件各処分に係

る源泉所得税、不納付加算税及び延滞税につき交付要求をした。 

（甲３） 

(6)ア 原告は、平成１５年１２月１９日、住吉税務署長に対し、上記(4)の各処分（た

だし、上記(4)アの納税告知処分については、本税の額１２１円を超えない部分を

除く。）について異議申立てをしたが、住吉税務署長は、平成１６年３月１８日付

けで、これを棄却する旨の決定をした。 

イ 原告は、平成１６年４月１日、国税不服審判所長に対し、上記異議決定につき、

審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成１７年９月８日付けでこれを棄却し、

その裁決書は、同月２１日に原告に送達された。 

ウ 原告は、平成１８年３月１７日、当庁に対し、本件訴えを提起した。 

 なお、原告は、本件訴えの提起に先立つ平成１６年１０月、当庁に対し、本件各

納税告知処分及び本件各処分に係る納税義務（ただし、上記(4)アの納税告知処分

については、本税の額１２１円を超えない部分を除く。）が存在しないことの確認

を求める訴え（実質的当事者訴訟）を提起した（当庁平成●●年（○ ○）第● ●

号）。当裁判所は、平成１８年１０月２５日、原告の請求を棄却する旨の判決（以
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下「関連判決」という。）を言い渡したため、原告は、大阪高等裁判所に対して控

訴を提起し、同事件については、現在なお審理中である。 

（甲４、乙６、弁論の全趣旨、顕著な事実） 

３ 争点 

(1) 弁護士たる破産管財人に対する報酬が所得税法２０４条１項２号の弁護士の業務

に関する報酬又は料金に当たるか 

(2) 原告が本件管財人報酬の支払及び本件退職金の配当について源泉所得税の徴収及

び納付義務（単に、以下「源泉徴収義務」という。）を負うか 

(3) 原告が本件管財人報酬及び本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納付

しなかったことについて正当な理由があると認められるか（国税通則法６７条１項た

だし書該当性） 

(4) 本件各処分における不納付加算税の額が適正か 

４ 当事者の主張 

(1) 争点(1)（弁護士たる破産管財人に対する報酬が所得税法２０４条１項２号の弁護

士の業務に関する報酬又は料金に当たるか）について 

（被告の主張） 

 所得税法２０４条１項２号の弁護士の業務に関する報酬又は料金（単に、以下「弁

護士の業務に関する報酬等」という。）は、おおむね、弁護料、監査料その他の通常

の報酬又は料金のほか名義のいかんにかかわらず、その役務の提供に対する対価たる

性質を有する一切のものが対象となり、広く、当事者、その他関係人の依頼又は官公

署の委嘱によって行う法律事務に隣接、関連する役務の提供に対する対価を含むと解

される。 

 そして、破産管財人は、ほとんど例外なく弁護士から選任されている上、弁護士法

３０条の５が、弁護士法人は同法３条に規定する業務を行うほか、定款で定めるとこ

ろにより、法令等に基づき弁護士が行うことができるものとして法務省令で定める業

務の全部又は一部を行うことができると規定し、弁護士法人の業務及び会計帳簿等に

関する規則１条１号は、当事者その他の関係人の依頼又は官公署の委嘱により、管財

人、管理人その他これらに類する地位に就き、他人の事業の経営、他人の財産の管理

若しくは処分を行う業務又はこれらの業務を行う者を代理し、若しくは補助する業務

と規定していることなどからすれば、破産管財人の事務が弁護士の業務に当たること

は明らかである。 

 したがって、弁護士たる破産管財人に対して支給される破産管財人の報酬は、弁護

士の業務に関する報酬等に該当するというべきである。 

（原告の主張） 

ア ある給付が所得税法２０４条１項２号の「報酬又は料金」に当たり、源泉徴収の

対象となるためには、支払者と受給者との間に委任契約又はこれに類する原因が存

在し、これに基づいて支払われるものでなければならないと解すべきである。なぜ

なら、上記「報酬又は料金」は、源泉徴収の対象とするのに適したものに限定され

るべきところ、支給者と受給者との間に上記の原因が存在しない場合には、支払者

は自ら報酬等の支払をする立場になく、その原資（源泉）を有しないから、このよ
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うな者に源泉徴収義務を課すのは不合理だからである。そして、委任契約又はこれ

に類する原因が存在するというためには、受給者の行う事務が支払者のためにされ

る性質のものでなければならないと解される。 

 破産管財人は、裁判所の決定によって選任され（破産法１４２条１項、同法１５

７条）、その監督の下に職務を執行する（同法１６１条）。また、破産管財人は、破

産法の規定に従って破産財団の管理処分を行い、破産債権者に対する配当等を行う

のみであって、破産者の業務の執行には関与しない。すなわち、破産管財人は包括

的執行手続たる破産手続の主宰者として、総債権者のためにその職務を行うのであ

り、破産者のためにその職務を行うものではない。したがって、破産者と破産管財

人との間には、委任契約又はこれに類する原因が存在しないから、破産管財人の報

酬は弁護士の業務に関する報酬等には当たらない。 

イ これに対し、関連判決は、源泉徴収制度は、租税徴収確保のための制度であって、

特定の租税につき源泉徴収制度を採用する場合に源泉徴収の対象をどのように定

めるかについては、立法府の政策的、技術的な裁量判断にゆだねられているところ、

源泉徴収の対象を支払者と受給者との間に委任契約又はこれに類する原因が存在

しこれに基づいて支払われるものに限定しなければならない合理的理由は見いだ

し難く、弁護士の業務に関する報酬等について原告の主張するように限定的に解す

べき根拠も見いだせないなどと判示する。しかしながら、源泉徴収制度の解釈にあ

たって徴税の便宜のみを強調するのは誤りである。源泉徴収制度は、他人の所得に

係る租税を第三者に徴収納付させる制度であり、しかもその義務を加算税や刑罰に

よる制裁の下に課すものであるから、源泉徴収義務が課される第三者の範囲は、そ

の者に過度の負担とならないように限定される必要がある。そのような視点を欠く

関連判決は、不当というほかない。 

(2) 争点(2)（原告が本件管財人報酬の支払及び本件退職金の配当について源泉徴収義

務を負うか）について 

（被告の主張） 

ア 所得税法１９９条、同法２０４条１項の「支払の際」の「支払」には、支払われ

た債務が消滅する一切の行為が含まれると解され、そうであるとすれば、支払をす

る者（上記各規定にいう支払をする者をいう。以下同じ。）とは、支払により債務

消滅の効果が帰属する者をいうと考えられる。 

イ(ア) 本件退職金に係る支払債務は、破産宣告前に成立していたＡと本件元従業員

らとの間の雇用関係の終了によって生じたものであり、Ａがその債務を負うもの

である。破産宣告により、破産者であるＡは破産財団の管理処分権を失い、その

管理処分権は破産管財人に専属するが、実体的権利の帰属主体は、破産宣告後も

破産者であると解されている。したがって、本件退職金の支払をする者は、Ａで

あるというべきである。 

(イ) 破産管財人の報酬は、財団債権（破産法４７条３号）に該当するところ、破

産宣告後も、破産者が破産財団を構成する積極消極の財産に関する実体的権利の

帰属主体であると解するなら、結局、債務消滅の効果は破産者に帰属するのであ

るから、本件管財人報酬の支払をする者はＡである。 
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 また、近時有力に主張されている、破産財団の管理機構としての破産管財人に

法人格を認める、いわゆる管理人機構人格説によれば、管理機構としての破産管

財人が財団債権の債務者となる。すなわち、破産管財人に就任している私人が管

理機構としての破産管財人を債務者とする財団債権を行使することになるから、

破産管財人の報酬の支払をする者は、管理機構としての破産管財人である。この

管理人機構人格説からすれば、破産管財人自身が支払をする者に該当するのであ

るから、その余の点（後記ウの点）を検討するまでもなく、破産管財人である原

告に本件管財人報酬に係る源泉所得税を徴収納付する義務があることとなる。 

ウ 破産管財人に専属する破産財団の管理処分権は、広く破産財団の存続、帰属、内

容について変更を及ぼす一切の行為をする権限をいい、その例外として破産者に残

される権限は、① 自由財産の管理処分権、② 破産法上、破産者自身がすべきも

のと定められている事項（破産法１１２条、１５３条１項、１８８条など）、③ 法

人の社団法的、組織法的活動が挙げられる。本件退職金及び本件管財人報酬に係る

源泉所得税を徴収し納付することは、破産者に残される上記①から③までの権限事

項には該当しないから、破産管財人の専有する破産会社の財産的活動の処理権限に

含まれる（最高裁平成●●年（○○）第●●号同４年１０月２０日第三小法廷判決

・訟務月報３９巻７号１３７８頁参照）。 

エ 以上より、破産管財人である原告が本件退職金及び本件管財人報酬について源泉

徴収義務を負うと解すべきである。 

 原告は、本件退職金についても、本件管財人報酬についても、その配当又は支払

について破産者であるＡないし破産管財人である原告に源泉徴収義務はない旨主

張するが、本件退職金及び本件管財人報酬のいずれについても、Ａに源泉所得税の

徴収納付義務があり、原告が、破産管財人として、その徴収及び納付をすべき義務

を負うことは、関連判決が説示するとおりである。 

（原告の主張） 

ア 破産債権の配当、財団債権の弁済について破産管財人が源泉徴収義務を負わない

理論的根拠 

(ア) 破産者が支払をする者に当たらないこと 

ａ 源泉徴収制度は、徴税事務手続上の負担を行政上、刑事上の法的制裁を科し

てまで本来の納税者（受給者）以外の者に強いる制度であるから、源泉徴収義

務を課すことが許される第三者の範囲は、このような義務を課すに足りる合理

的な理由のある者に限定されなければならない。 

 そして、源泉徴収に関して規定する法律の規定（所得税法６条、国税通則法

１５条２項２号等）は、いずれも「支払」という文言を用い、「支払」という

行為をする者であって初めて源泉徴収義務を負うことを示している。これは、

給与、退職金、報酬等を現実に支払うことができる者は、徴収すべき税額を容

易に算定することができ、かつ、支払の原資（源泉）から税金を徴収して（天

引きして）納付することが可能であって、このような立場にある者に対してで

あれば、源泉徴収義務を課しても酷ではないからである。 

 そうであるとすれば、支払をする者とは、当該支払に係る経済的出絹の効果
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の帰属主体であるだけでは足りず、これに加えて自らの権限で支払行為をする

ことができる者でなければならない。自らの権限で支払をすることができず、

支払の対象となる経済的利益から源泉所得税を差し引く（天引きする）ことが

できない者について源泉徴収義務があるなどという解釈は、源泉徴収制度の基

本に反するものである。 

 関連判決は、源泉徴収制度の趣旨について、支払をする者がその支払の対象

である経済的利益から源泉所得税を天引きすることができることに着目して

いる。そうである以上、自らの権限で支払をし得ない者、すなわち所得税を天

引きすることができない者について源泉徴収義務を認めることは、理論的に整

合しないといわざるを得ない。この点について、関連判決は、破産管財人が配

当から源泉所得税を天引きすることができることを破産者に源泉徴収義務を

負わせる根拠としているようであるが、これは、破産管財人の行為を破産者の

行為と同視するものであって、後述のとおり、破産法の構造に照らして採り得

ない見解である。 

ｂ 破産債権は、これに対する配当がされた限度で消滅するから、配当による債

務消滅の効果は破産者に帰属する。しかしながら、配当の原資である破産財団

の管理処分権は破産管財人が専有し、、配当も破産管財人が行うのであって、

破産者は、配当の原資である破産財団について管理処分権を有さず、配当をす

る権限を有しない。したがって、破産債権に対する配当が所得税法１９９条１

項の「支払」に当たるとしても、破産者はその支払をする者に当たらない。 

 財団債権について、その債務者をいかに解するかは、破産法学説上、議論が

あるところであるが、関連判決のように、財団債権の債務者も破産者であると

解する場合には、破産者は、財団債権弁済の原資である破産財団について管理

処分権を有さず、弁済をする権限を有しないから、その支払をする者に当たら

ない。また、財団債権の債務者を破産財団又は管理機構としての破産管財人で

あると解する場合、破産者は、そもそも財団債権の弁済に係る経済的出捐の効

果の帰属主体ではないから、その支払をする者に当たらない。 

(イ) 個別的執行手続等において源泉徴収義務がないとされる理論的根拠が破産

債権の配当についても当てはまること 

ａ 個別的執行手続等において源泉徴収義務がないとされる理論的根拠 

 民事執行法による個別の財産に対する強制執行及び滞納処分（以下「個別的

執行手続等」という。）において源泉徴収はされない。その理論的根拠として

は、個別的執行手続等においては、破産手続同様、支払をする者（当該支払に

係る経済的出絹の効果の帰属主体であり、かつ、自らの権限で支払行為をする

ことができる者）が存在しないことのほか、① 支払の任意性の欠如、② 配

当がその手続の特殊性ゆえに「支払」に当たらないこと、が挙げられるところ、

以下のとおり、これらはいずれも破産配当にも当てはまる。 

ｂ ①について 

 源泉徴収制度は、支払をする者が支払をする際に支払に係る経済的利益から

所得税を差し引いて（天引きして）徴収するものであるが、これは、支払者が
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任意に支払をする場合でなければできないことである。したがって、源泉徴収

の対象となる「支払」は、その支払をする者が任意でするものでなければなら

ない。個別的執行手続等においては、債務者等の意思に反して強制的に配当が

行われるのであるから、源泉徴収義務は課されない（高松高裁昭和４４年９月

４日判決・高等裁判所民事判例集２２巻４号６１５頁参照。）。 

 以上の理は、破産手続にも当てはまる。すなわち、破産管財人は、破産者の

意思に反していようとも、破産者の財産である破産財団に属する財産を換価し、

これを配当に充てるのであって、個別的執行手続等における債務者等と同様、

破産者は任意に支払をするものではないからである。 

ｃ ②について 

 個別的執行手続等においては、債権確定手続と執行手続とが分離され、執行

機関は、債権の存否等を問題とすることができず、当該債権が存在するものと

して手続を続行しなければならない。また、執行による手続上の満足は、債権

の弁済と同義ではなく、単に配当等を受けることを意味し、実体的法律関係と

はかかわりがないとも説明される。このような制度が採用されているのは、権

利確定手続においていったんその存在が確定された権利について、執行機関は、

債務名義の主文に表示されていない実体関係に拘泥することなく、迅速に執行

手続を進めるべきであるからと考えられる。個別的執行手続等において源泉所

得税の徴収及び納付がされないのは、このような手続上の特殊性から、配当が

源泉徴収義務の発生要件としての支払に該当しないからであると解される。 

 破産手続においても、債権確定手続と配当手続とは厳然と区別されており、

配当手続の過程において、破産管財人が債権調査結果に現れていない実体的法

律関係を考慮して裁量を発揮する余地はない。そうすると、破産配当も個別的

執行手続等の配当と同様、実体的法律関係にかかわりなく、破産債権に手続上

の満足を与えるものにすぎないと考えられる。確かに、当該破産債権が実体法

上も存在する限り、破産配当により当該債権が消滅する効果が生じるが、破産

配当は、破産債権の実体法上の存否にかかわらず実施されるものであるから、

配当手続それ自体は、実体上存在する債権の満足を直接の目的とするものでは

ない。そうだとすれば、破産管財人が破産債権の実体法上の法的性質を考慮し

て源泉所得税の徴収及び納付をすべきだとすることは、配当手続の本質に反す

るものと考えられる。 

ｄ 関連判決の問題点 

 関連判決は、個別的執行手続等において配当がされる場合、債務者等は、源

泉徴収義務を負わないと解すべき余地がある旨正当に判示する。他方で、関連

判決は、支払をする者の意義を当該支払に係る経済的出捐の効果の帰属主体で

あれば足りるとするが、このように解するのであれば、個別的執行手続等にお

ける債務者等は、支払をする者に当たり、源泉徴収義務を負うということにな

るはずである。この点で、関連判決は理論的一貫性を欠くというべきところ、

このように支払をする者の解釈とその当てはめとに齟齬が生じたのは、関連判

決が支払をする者の解釈を誤ったためにほかならない。支払をする者について



15 

は、前記のとおり、当該支払に係る経済的出絹の効果の帰属主体であり、かつ、

自らの権限で支払行為をすることができる者をいうと解すべきであり、このよ

うに解すれば、個別的執行手続等について源泉徴収義務が生じないことも合理

的に説明し得る。 

 また、関連判決は、個別的執行手続等における債務者等について、配当から

源泉所得税を天引きすることができない以上、源泉徴収義務を負わないと解す

る余地があるとしつつ、破産手続の場合には、破産管財人において源泉所得税

の徴収及び納付をすることができ、この点が個別的執行手続等とは異なるとし

て、破産者の源泉徴収義務を肯定している。そうすると、関連判決は、破産管

財人が行う源泉所得税の徴収及び納付を破産者が行ったのと同視しているこ

ととなる。しかしながら、破産管財人は、破産者と債権者との間及び債権者相

互間の利害が対立する破産手続の中で、破産法に基づき、中立的な機関として

それら関係人間の利害の調整を図りつつ、その職務権限を行使するものであっ

て、破産者の代理人ないし代表者ではない。したがって、破産管財人が配当か

ら源泉所得税を徴収し納付する行為を破産者の行為と同視して、破産者を支払

をする者に当たると解することはできない。 

 さらに、関連判決は、その判示からして、破産管財人の破産財団に対する管

理処分権を定めた破産法７条が、破産管財人が破産者に代わって源泉所得税を

徴収し納付する権限を有する旨の実体法上の明文の規定であると考えている

と思われる。しかしながら、破産管財人の管理処分権が破産者の財産のうち破

産財団に属するものにしか及ばず、その範囲が限定されていること、破産管財

人の管理処分権が破産財団の維持増殖による配当財源の形成のために行使さ

れるものであることなどからすれば、破産管財人の破産財団に対する管理処分

権は、破産者が本来履行すべき義務のすべてに及ぶものではない。破産管財人

が破産者に代わってその義務を履行すべき場合があるとしても、その範囲は、

破産管財人に破産財団に対する管理処分権が専属することとした破産法の目

的に資する行為に限られる。そうであるところ、本来当該配当を受けた破産債

権者が負担すべき源泉所得税を徴収し納付することは、破産法の上記目的に全

く資するところがなく、このような源泉所得税の徴収及び納付の事務が破産財

団の管理及び処分に関するものであるということなどできない。 

(ウ) 配当に係る給付は、配当を行う破産管財人（破産手続）との関係では、そも

そも退職手当等、報酬等には当たらないこと 

 破産債権の金銭化（破産法２２条）の場合に端的に現れるように、破産債権に

対する配当は、それを行う破産管財人の側からすれば、あくまで金銭債権たる破

産債権に対する配当であり、本来の属性に従った債権に対する支払（退職手当等

の支払）の意味を有するものではなく、当該破産債権（退職手当等に係る債権）

の経済的価値に即した破産財団所属財産の金銭的価値の配分にすぎない。 

 したがって、破産債権に対する配当については、源泉徴収義務が生じないとい

うべきである。 

イ 破産管財人が源泉徴収義務を負うとした場合の不都合性等 
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(ア) 破産管財人の負担するリスク 

 我が国の源泉徴収制度は、① 源泉徴収の要否の判断について高度な判断を必

要とされ、税額の計算においても精緻な作業を必要とされる（特に、給与等、退

職手当等に関する税額計算に関するルールは複数あって適用関係が明確でない

ほか、資料の散逸等の危険もあり、現実に源泉徴収を行う際には税額の算定に相

当の労力を要することとなる）、② 支払をする者の源泉徴収義務は、受給者の

申告義務とは別個独立した最終的、完結的な義務であり、徴収税額に過不足があ

っても課税権者と受給者との間で直接に精算等をすることができない仕組みで

ある。このように精密性、自己完結性を有する我が国の源泉徴収制度の下で、破

産者が破産債権の配当又は財団債権の弁済について源泉徴収義務を負い、それを

現実には破産管財人が行うべきであるとすると、破産管財人は、源泉徴収の際に

不可避的に生じ得る過誤について、個人として賠償責任を負うか、少なくとも法

的紛争に巻き込まれるリスクを負担することとなる。 

 破産管財人は、債権者その他の利害関係人の利害及び債務者と債権者との間の

権利関係を適切に調整し、もって破産者の財産等の適正かつ公平な精算を図るこ

とを目的とする破産手続を公正かつ中立的な立場で主宰する機関であり、破産宣

告前の破産者の経済的活動に何らの利害関係も有しない。このように支払を受け

る者（破産者の債権者）と特に密接な関係など有していない破産管財人に源泉徴

収義務を課し、上記のようなリスクを負担させることには、およそ合理性がない

というべきである。 

(イ) 破産債権者の負担する徴税コスト 

 上記のとおり、我が国の源泉徴収制度は、支払をする者に対し、その支払に係

る給付が源泉徴収の対象となるか否かの判断及び源泉所得税額（特に給与等、退

職手当等に係る税額）の計算につき、相当の重い負担を課す制度である。破産管

財人に源泉徴収義務があるとするならば、このような重い負担を伴う源泉徴収事

務に係るコスト（破産管財人の報酬や税理士の報酬）を破産財団、すなわち破産

債権者に負担させる結果となる。しかしながら、源泉所得税の徴収及び納付は、

破産財団の管理換価等に関するものではなく、特定の財団債権者又は破産債権者

の利益のためのものでしかないから、源泉徴収事務は、破産債権者全体の費用負

担の下で破産管財人が行うべき事務ではないというべきである。 

(3) 争点(3)（原告が本件管財人報酬及び本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限ま

でに納付しなかったことについて正当な理由があると認められるか）について 

（原告の主張） 

 最高裁平成●●年（○○）第●●号、第●●号同１８年４月２５日第三小法廷判決・

民集６０巻４号１７２８頁及び最高裁平成●●年(○○)第●●号同１８年４月２０日

第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁は、過少申告加算税について規定する国

税通則法６５条４項の「正当な理由」とは、真に納税者の責めに帰することのできな

い客観的な事情があり、過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少申

告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当であ

る旨判示し、最高裁平成●●年（○○）第●●号同１８年１０月２４日第三小法廷判
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決・民集６０巻８号３１２８頁（以下「平成１８年１０月２４日最判」という。）は、

同項の「正当な理由」の意義に関する上記各最高裁判決を引用した上で、ストックオ

プションの権利行使益の所得税法上の所得区分に関し、納税者が本来給与所得とすべ

きところを一時所得として確定申告したことについて、上記「正当な理由」があるも

のというべきである旨判示した。上記平成１８年１０月２４日最判の判示をみると、

当該事案において、国税通則法６５条４項の「正当な理由」を認めた理由は、① 課

税庁において、従前、外国法人たる親会社が内国法人たる子会社の従業員等に対して

付与したストックオプションの権利行使益による所得を給与所得として課税する取

扱いをしていなかったこと、② 当該権利行使益による所得を一時所得と解すること

にも相応の論拠があったこと、の２点に大別することができる。 

 不納付加算税について規定する国税通則法６７条１項ただし書にいう「正当な理

由」も、過少申告加算税について規定する同法６５条４項にいう「正当な理由」と同

義と解されるところ、原告が本件管財人報酬の支払及び本件退職金の配当について源

泉徴収義務を負わないと解することに相応の論拠があること（②）は、原告の前記主

張から明らかである。また、以下のとおり、課税庁が、従前、破産管財人報酬の支払

及び労働債権の配当について源泉所得税の徴収及び納付を不要と解していたことな

どからすれば、仮に、原告が本件管財人報酬の支払及び本件退職金の配当について源

泉徴収義務を負うとしても、これを法定納期限までに納付しなかったことについて正

当な理由があると認められるというべきである。 

ア 本件退職金に係る源泉所得税について 

 破産債権たる労働債権に対して配当する際、破産管財人が源泉所得税を徴収し納

付する義務を負うことを明示した法令、通達等は存在しない。また、課税庁の職員

が監修等をした公刊物の中にも、これを明記したものは見当たらない。 

 他方、主として実務家や破産法学者の間においては、破産管財人が破産債権たる

労働債権に対して配当する際、源泉所得税の徴収納付は不要であるとする見解が支

配的であり、同様に、東京、大阪、名古屋の各地方裁判所の破産事件担当部も、破

産管財人が破産債権たる労働債権に対して配当を行う際には源泉所得税の徴税納

付を要しないとする解釈を明示しており、破産実務上、そのように取り扱われてき

たのである（そのうち、名古屋地方裁判所民事第２部の「破産管財人の税務の手引

き（新法対応版）」は平成１９年１月に発行されたものであり、この取扱いは、関

連判決言渡し後も変更されていない。）。しかしながら、課税庁がこれに対して本件

のように納税告知処分等をして源泉所得税の徴収及び納付を求めた例は見当たら

ない。 

 丙弁護士の各論稿によれば、昭和４２年１月当時、課税庁は、既に労働債権に対

する配当について源泉所得税の徴収及び納付を要するとの問題意識を有していた

にもかかわらず、破産管財人が配当に当たって源泉所得税の徴収及び納付をした例

はなく、課税庁がその権限に基づいて納税告知処分をしたこともなかった。むしろ、

課税庁と労働者双方からの委託があることを条件として、破産管財人において源泉

徴収納付事務を行うといった和解的処理をした事案があった。また、東京地方裁判

所では、従前、破産管財人が給与、退職金の配当をした場合について源泉徴収をす
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るのが適当であるとしていたが、平成５年９月、この取扱いを改めた。 

 以上によれば、課税庁自身、本件より前においては、破産管財人が行う配当につ

いてはそれが労働債権に対するものであっても、源泉所得税の徴収及び納付を要し

ないと考えていたと推認される。もし、課税庁において源泉所得税の徴収納付が必

要であると解していたのであれば、上記事態が発生したことを契機として、破産管

財人が破産債権たる労働債権に対して配当する際、源泉所得税の徴収納付が必要で

あることを、法令を改正して明文で定めるか、少なくとも、通達に明示してその解

釈を示したはずであり、それを行わなかったということは、課税庁としても、上記

のような場合、破産管財人に源泉徴収義務はないと解していたものとしか考えられ

ない。 

イ 本件管財人報酬に係る源泉所得税について 

 弁護士が破産管財人である場合の破産管財人報酬につき、源泉所得税の徴収及び

納付を要する旨を明示した法令、通達等は存在しない。また、課税庁の職員が監修

等をした公刊物の中にも、これを明記したものは見当たらない。 

 上記東京、大阪、名古屋の各地方裁判所における手引き等で、本件管財人報酬の

支払がされた時期までに作成されたものには、破産管財人報酬に関する源泉徴収の

要否について述べたものはない。他方、東京地方裁判所、大阪地方裁判所の各手引

きには、破産管財人が補助者を雇用した場合の賃金や税務申告に関して税理士の援

助を受けた場合の税理士報酬については、破産管財人が源泉徴収をしなければなら

ないことが記載されている。もし、破産管財人報酬についても源泉所得税の徴収及

び納付を要すると解されていたのであれば、その旨を税理士報酬等とともに明記す

るはずであるが、これはされていないのであるから、破産実務上、破産管財人報酬

について源泉所得税の徴収及び納付をすべきであるとは解されていなかったと考

えられる。 

 以上によれば、課税庁においても、弁護士が破産管財人である場合の破産管財人

報酬につき、源泉所得税の徴収及び納付を不要と解していたものと推認される。 

（被告の主張） 

 原告は、平成１８年１０月２４日最判が「正当な理由」を認めた理由は、① 課税

庁において、従前、外国法人たる親会社が内国法人たる子会社の従業員等に対して付

与したストックオプションの権利行使益による所得を給与所得として課税する取扱

いをしていなかったこと、② 当該権利行使益による所得を一時所得と解することに

も相応の論拠があったこと、の２点に大別することができるとした上で、原告が本件

管財人報酬及び本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納付しなかったこ

とについて正当な理由があると主張する。しかしながら、平成１８年１０月２４日最

判は、「正当な理由」の有無を判断するに当たって、ⅰ ストックオプションに係る

課税上の取扱いに関する法令上の特別の定めが置かれていないこと、ⅱ 課税庁がス

トックオプションの権利行使益の所得区分に関して、かつてはこれを一時所得として

取り扱っていたこと、ⅲ 課税庁の職員が監修をした公刊物でも一時所得として取り

扱う旨の見解が述べられていたこと、ⅳ 一時所得とする見解にも相応の論拠がある

こと、ⅴ ストックオプションの権利行使益の所得区分に関する所得税法の解釈問題
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については下級審裁判例においてその判断が分かれていたことの各事情を考慮して

いるのであるから、原告の主張は、平成１８年１０月２４日最判を正解せず、その判

示内容を自己に都合良く変容させて独自の解釈を展開しているものにほかならない。 

 原告は、破産債権たる労働債権に対して配当する際に破産管財人が源泉徴収義務を

負うこと、及び弁護士が破産管財人である場合の破産管財人報酬について源泉徴収を

要することを明示した法令がない旨主張する。しかしながら、法令の規定については、

複雑多岐にわたる経済活動について、個別具体的に、納税義務の有無を逐一法令で規

定することはそもそも不可能である上、源泉徴収義務者に関する所得税法６条は、源

泉徴収義務を限定していないから、破産管財人の源泉徴収義務についての法令上の根

拠たり得ることは明らかである。 

 また、原告は、破産裁判所、破産法学者、法律実務家が源泉所得税の徴収及び納付

を不要とする見解を示し、現実の配当事案においても長期にわたって源泉徴収がされ

ていなかった点、さらに、本件までの間、課税庁自身も源泉所得税の徴収及び納付を

求めたことがなかった点を取り上げ、そのような状態の下で課税庁が公的見解を示さ

ず納税告知等もしなかったということは、課税庁が破産債権たる労働債権の配当及び

弁護士が破産管財人である場合の破産管財人報酬の支払につき、源泉徴収は要しない

と解していたことの現れである旨主張する。しかしながら、東京地方裁判所において

破産管財人が源泉徴収義務を負うと解していた時期があり、また、丙弁護士の各論稿

によれば、課税庁が「管財人は源泉徴収しなければなりません」と文書で申入れたこ

とがあるというのであるから、現実の配当事案においても長期にわたって源泉徴収が

されていなかったとする点、本件までの間、課税庁自身も源泉所得税の徴収及び納付

を求めたことがなかったとする点において、原告の主張は誤りである。この点を措く

としても、原告が挙げる事情の下で公的見解を示さず納税告知等をしなかったことが、

なぜ、課税庁が破産配当等について源泉所得税の徴収及び納付を不要と解していたこ

との現れであることになるのか不明であり、論理が飛躍しているといわざるを得ない。

なお、原告が指摘する破産裁判所の解釈は、破産裁判所の運用方針を示したものにす

ぎず、課税庁がこれを容認していたものではない。 

 そもそも、課税庁は、破産管財人が行う労働債権の配当及び破産管財人の報酬の支

払について源泉所得税の徴収及び納付を要しないとする取扱いをしたことはなく、課

税庁の職員によってその旨の取扱いが公にされていたこともないのであって、課税庁

には何らの帰責事由もなく、これを前提とする原告の主張はその前提を欠く。 

 法律の専門家である弁護士であれば、破産管財人として労働債権の支払をし、破産

管財人である自己に破産管財人報酬の支払をした場合、所得税法上、何らかの源泉徴

収義務が生ずる可能性があることは容易に想定することができ、また、この点につい

て、課税庁に照会することもできたのであるから、本件において、納税者の責めに帰

すことのできない客観的事情は認められないというべきである。 

(4) 争点(4)（本件各処分における不納付加算税の額が適正か）について 

（被告の主張） 

ア 本税の額 

(ア) 平成１２年７月分の源泉所得税に係る納税告知処分 
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 本件管財人報酬のうち平成１２年７月３日支払分３０００万円に係る源泉所

得税の税額は、１００万円に１００分の１０を乗じた１０万円と、３０００万円

のうち１００万円を超える部分である２９００万円に１００分の２０を乗じた

５８０万円との合計額５９０万円である。 

 本件司法書士報酬に係る源泉所得税の税額は、同報酬額１万１２１０円から１

万円を控除した１２１０円に１００分の１０を乗じた１２１円である。 

 したがって、上記各税額の合計額（５９０万０１２１円）と同額でされた平成

１２年７月分の源泉所得税に係る納税告知処分は適法である。 

(イ) 平成１２年８月分の源泉所得税に係る納税告知処分 

 本件元従業員ら各人につき、本件退職金に係る源泉所得税の税額は別紙２記載

のとおりであり、その合計額は２０１３万８０００円である。 

 したがって、これと同額でされた平成１２年８月分の源泉所得税に係る納税告

知処分は適法である。 

(ウ) 平成１３年３月分の源泉所得税に係る納税告知処分 

 本件管財人報酬のうち平成１３年３月２８日支払分５０００万円に係る源泉

所得税の税額は、１００万円に１００分の１０を乗じた１０万円と、５０００万

円のうち１００万円を超える部分である４９００万円に１００分の２０を乗じ

た９８０万円との合計額９９０万円である。 

 したがって、これと同額でされた平成１３年３月分の源泉所得税に係る納税告

知処分は適法である。 

イ 不納付加算税の額 

(ア) 平成１２年７月分の不納付加算税の税額は上記ア(ア)の合計５９０万０１

２１円の１万円未満の端数を切り捨てた５９０万円に１００分の１０を乗じた

５９万円であり、これと同額でされた平成１２年７月分の源泉所得税に係る不納

付加算税賦課決定処分は適法である。 

(イ) 平成１２年８月分の不納付加算税の税額は上記ア(イ)の２０１３万８００

０円の１万円未満の端数を切り捨てた２０１３万円に１００分の１０を乗じた

２０１万３０００円であり、これと同額でされた平成１２年８月分の源泉所得税

に係る不納付加算税賦課決定処分は適法である。 

(ウ) 平成１３年３月分の不納付加算税の税額は上記ア(ウ)の９９０万円に１０

０分の１０を乗じた９９万円であり、これと同額でされた平成１３年３月分の源

泉所得税に係る不納付加算税賦課決定処分は適法である。 

（原告の主張） 

 争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（弁護士たる破産管財人に対する報酬が所得税法２０４条１項２号の弁護士

の業務に関する報酬又は料金に当たるか）について 

(1) そもそも、源泉徴収制度は、本来の納税義務者から直接に租税を徴収することが

困難であるなど租税徴収確保の必要性が認められる場合に、租税の徴収につき便宜を

有する者に本来の納税義務者に代わって徴収納付義務を負わせることとした租税徴
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収確保のための制度である。そして、特定の租税につき源泉徴収制度を採用するか否

か、源泉徴収の対象をどのように定めるか、源泉徴収制度を採用する場合に徴収納付

義務をいかなる者に課すかについては、立法府の政策的、技術的な裁量判断にゆだね

られており、徴収納付義務を課された者にとって同義務を履行することが著しく困難

であるなど同制度を採用することが著しく不合理であることが明らかでない限り、そ

の合理性を否定することはできないものと解される。 

(2) 所得税法４編１章から３章の２までが利子所得及び配当所得に係る源泉徴収（４

編１章）、給与所得に係る源泉徴収（同２章）、退職所得に係る源泉徴収（同３章）並

びに公的年金等に係る源泉徴収（同３章の２）として、所得の種類ごとに源泉徴収の

対象を定めている（公的年金等は雑所得に該当する。同法３５条２項１号）のに対し、

報酬、料金、契約金又は賞金に係る源泉徴収（同４章１節）に関する同法２０４条１

項は、これらの所得の種類とは無関係に、具体的に源泉徴収の対象とすべきものの範

囲を定めた規定である。そして、同項２号が規定する業務の内容等に照らせば、同号

は、同号所定の一定の専門的知見を有する者が行う業務に関する報酬又は料金を広く

源泉徴収の対象とし、租税徴収の確保を図ったものと解される。 

 他方、弁護士法３条１項、同法２４条、同法３０条の５、同法３０条の２１及び同

法７２条並びに弁護士法人の業務及び会計帳簿等に関する規則の規定は、前記第２の

１(3)のとおりであるところ、これらの規定の文言等にかんがみると、破産管財人と

しての業務は、同法３条１項にいう「一般の法律事務」には該当しないものの、弁護

士法人の業務及び会計帳簿等に関する規則１条１号にいう業務に該当するとともに、

同法２４条にいう法令により官公署の委嘱した事項に該当し、同条により弁護士及び

弁護士法人は正当の理由がなければこれを行うことを辞することができないものと

解される。これらに照らせば、弁護士法は、弁護士の使命及び職責にかんがみ、弁護

士が破産管財人の地位に就きその業務を行うことを予定しているものということが

できる。 

 上記所得税法２０４条１項２号の趣旨に加え、その文言に照らしても、同号にいう

弁護士の業務を弁護士法３条１項に規定する訴訟事件等に関する行為その他一般の

法律事務を行うことに限定して解すべき理由はなく、上記のとおり弁護士法が弁護士

の使命及び職責にかんがみ、弁護士が破産管財人の地位に就きその業務を行うことを

予定していることをも併せかんがみれば、弁護士が破産管財人として行う業務は、所

得税法２０４条１項２号にいう弁護士の業務に該当し、弁護士たる破産管財人の受け

る報酬は、同号の弁護士の業務に関する報酬又は料金に該当するというべきである。 

(3) この点について、原告は、ある給付が源泉徴収の対象となるためには、支払者と

受給者との間に委任契約又はこれに類する原因が存在し、これに基づいて支払われる

ものでなければならないと解すべきところ、破産者と破産管財人との間には委任契約

又はこれに類する原因が存在しないから、破産管財人の報酬は弁護士の業務に関する

報酬等に当たらない旨主張する。しかしながら、源泉徴収の対象を支払者と受給者と

の間に委任契約又はこれに類する原因が存在しこれに基づいて支払われるものに限

定しなければ、支払者にとって徴収納付義務を履行することが著しく困難であるなど

源泉徴収制度を採用することが著しく不合理であるとも考えられず、弁護士の業務に

【判示(1)】 

【判示(2)】 
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関する報酬等について原告の主張するように限定的に解すべき根拠は見いだせない。 

(4) 以上によれば、本件管財人報酬は、所得税法２０４条１項２号にいう弁護士の業

務に関する報酬又は料金に当たるというべきである。 

２ 争点(2)（原告が本件管財人報酬の支払及び本件退職金の配当について源泉徴収義務

を負うか）について 

(1)ア 所得税法上、源泉所得税について徴収納付義務を負う者は、源泉徴収の対象と

なるべき一定の所得又は報酬、料金等の支払をする者とされている。所得税法が、

一定の所得又は報酬、料金等について、その支払をする者に源泉徴収義務を課すこ

ととした趣旨は、当該支払によって支払をする者から支払を受ける者に移転する経

済的利益が課税の対象となるところ、支払をする者は、その支払によって経済的利

益を移転する際に、所得税として、その利益の一部をいわば天引きしてこれを徴収

し、国に納付することができ、かつ、当該税額の算定が容易であるからであると解

される。そうであるとすれば、支払をする者とは、当該支払に係る経済的出捐の効

果の帰属主体をいうと解すべきである。 

 そして、破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済が上記の経済的利益の

移転としての支払に当たることはその性質上明らかであるところ、破産者は、破産

宣告後も破産財団に係る実体的権利義務の帰属主体であり、破産管財人に法主体性

は認められないと解されるから、破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済

に係る経済的出捐の効果の帰属主体は、破産者である。 

 したがって、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済が所得税法におい

て源泉徴収の対象として規定されている一定の所得又は報酬、料金等に係るもので

あるときは、当該配当又は弁済に係る支払をする者は、破産者であると解すべきで

ある。 

イ もっとも、破産者自身は、破産財団の管理処分権を有さず、したがって源泉所得

税を徴収し、これを納付することはできないが、破産管財人は、破産財団の管理及

び処分をする権利を専有し（破産法７条）、破産手続によって破産債権を確定して

これに対する配当をし、財団債権について破産手続によらず随時に弁済をする（破

産法４９条）ものとされているのであるから、破産管財人において、配当又は弁済

をする際に、これらについて源泉所得税が生じるか否かを判断し、源泉所得税が生

じる場合にその税額を算出し得るということができる。また、破産債権に対する配

当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税は、当該配当又は弁済の時に法律上

当然に成立し、その成立と同時に納付すべき税額が確定するものであるが、後記所

得税法の規定する源泉徴収制度の仕組みにかんがみると、上記源泉所得税は当該破

産債権に対する配当又は当該財団債権に対する弁済に供される金員のうちの一部

であるということができる。そうとすれば、破産債権の配当又は財団債権の弁済の

際の源泉所得税の徴収及び納付は、破産財団の処分に必然的に伴う事務ということ

ができるから、破産財団の管理及び処分に係る事務というべきである。 

 したがって、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税

の徴収及び納付は、破産管財人の権限に包含されると解するのが相当である。 

ウ 原告は、自らの権限で支払をすることができない者はその支払の対象である経済

【判示(3)】 

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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的利益から源泉所得税を天引きすることができないから、支払をする者とは、当該

支払に係る経済的出絹の効果の帰属主体であるだけでは足りず、これに加えて自ら

の権限で支払行為をすることができる者でなければならないと主張する。 

 確かに、支払、すなわち、経済的利益の移転をする権限を有する者がその利益の

一部を徴収しこれを源泉所得税として納付する権限を有しないような場合には、当

該経済的利益の移転に係る所得について源泉徴収制度を採用する合理的根拠を欠

くことになるということができる。しかしながら、前記のとおり、破産者の場合は、

破産管財人が破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済という形で上記経

済的利益の移転としての支払をする権限を有するとともに、当該支払に係る源泉所

得税の徴収及び納付の権限を有し、その効果が破産者に帰属する関係にあるから、

当該経済的利益の移転に係る所得について源泉徴収制度を採用する合理的根拠に

欠けるところはない。この点について、原告は、破産管財人の行為を破産者の行為

と同視することはできないといった趣旨の主張をするようであるが、上記のような

源泉徴収制度の趣旨からすれば、源泉徴収制度の適用場面を本人又はその法定代理

人、代表者等本人と同視し得るものが支払並びに当該支払に係る源泉所得税の徴収

及び納付をする権限を有する場合に限定すべき必然性はなく、そのように限定解釈

すべき手がかりとなるような法令の規定も見いだせない。 

 したがって、破産者が支払をする者に当たらない旨の原告の主張を採用すること

はできない。 

 また、原告は、本来当該支払を受ける者において負担すべき源泉所得税の徴収及

び納付を破産管財人の権限に含ませることは、破産管財人に破産財団に対する管理

処分権が専属することとした破産法の目的に反する旨主張する。 

 確かに、前記のとおり、源泉徴収制度は、本来の納税義務者から直接に租税を徴

収することが困難であるなど租税徴収確保の必要性が認められる場合に租税の徴

収につき便宜を有する者に本来の納税義務者に代わって徴収納付義務を負わせる

こととした租税徴収確保のための制度であるが、源泉徴収制度を採用する場合にお

いて本来の納税義務者、徴収納付義務者及び課税権者（国）の相互の間の関係をど

のように規定するかは立法府の政策的、技術的な裁量判断にゆだねられているとこ

ろ、所得税法は、源泉所得税の納税に関しては、源泉徴収の対象となるべき所得の

支払者が源泉所得税の徴収及び納付の義務を負い、国と法律関係を有するのは当該

支払者のみで、本来の納税義務者である受給者と国との間には直接の法律関係を生

じないものとする仕組みを採用しているのであって、このような源泉徴収制度の仕

組みが直ちに不合理であるということはできない。そして、破産債権に対する配当

又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税についても、その支払者である破産者

のみが当該源泉所得税の徴収、納付義務者として国との間で直接の法律関係に入り、

当該源泉所得税の徴収、納付義務は当該配当又は弁済の時に法律上当然に成立し、

その成立と同時に納付すべき税額が確定するものであって、これを破産管財人にお

いて徴収し納付することは、破産者に対するその他の租税債権の納付と何ら異なる

ところはなく、正に、破産者の財産等の公正かつ公平な精算に資する行為というべ

きであるから、何ら破産法の目的に反するものではない。したがって、原告の前記

【判示(6)】 

【判示(7)】 
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主張を採用することはできない。なお、以上の説示は、破産管財人が破産者の代理

人ないし代表者であることを前提としたものではないから、その旨をいう原告の批

判は当たらないといわざるを得ない。 

エ もっとも、源泉徴収に係る租税債権が破産債権又は財団債権に該当しないとすれ

ば、源泉所得税の徴収及び納付に係る事務は破産管財人の権限に属しないと解する

余地があるが、以下のとおり、源泉徴収に係る租税債権（不納付加算税に係るもの

を含む。）は財団債権に該当すると解される。すなわち、破産法４７条２号ただし

書が、国税徴収法又は国税徴収の例により徴収することのできる請求権で破産宣告

後の原因に基づくもののうち財団債権となるものを破産財団に関して生じたもの

に限る旨規定しているのは、上記請求権のうち、破産財団の管理の上で当然支出を

要する経費に属するものであって、破産債権者において共益的な支出として共同負

担するのが相当であるものに限って、これを財団債権とする趣旨であると解され、

上記破産財団に関して生じた請求権とは、破産財団を構成する財産の所有、換価の

事実に基づいて課され、又は当該財産から生じる収益そのものに対して課される租

税その他破産財団の管理上当然その経費と認められる公租公課のようなものを指

すものと解するのが相当である（最高裁昭和●●年(○○)第●●号同４３年１０月

８日第三小法廷判決・民集２２巻１０号２０９３頁参照）。そうであるところ、破

産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税の納税義務は、当

該配当又は弁済の時に法律上当然に成立し、その成立と同時に納付すべき税額が確

定するものであるが、所得税法の定める源泉徴収制度においては、源泉徴収の対象

となるべき各種所得又は報酬、料金等の支払の際に当該所得又は報酬、料金等につ

いて源泉所得税を徴収して納付し、当該所得又は報酬、料金等の支払を受ける者は、

当該源泉所得税相当額を控除した残額についてその支払を受けるとともに、申告に

より納付すべき税額の計算に当たり、居住者に対して課される所得税の額（以下「算

出所得税額」という。）から源泉徴収の規定に基づき徴収すべきものとされている

所得税の額を控除することが予定されている。このような源泉徴収制度の仕組みに

かんがみると、破産債権に対する配当又は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税

相当額は、破産債権者の共同的満足の引当てとなるべきものではないということが

できるのであって、当該源泉所得税相当額は、破産債権者において共益的な支出と

して共同負担するのが相当な破産財団管理上の経費として、破産財団に関して生じ

たものに当たると解すべきである。したがって、破産債権に対する配当又は財団債

権に対する弁済に係る源泉所得税の納税義務は破産法４７条２号ただし書の規定

により財団債権に該当するというべきである。また、不納付加算税の債権は、本税

たる租税債権に附帯して生じるものであるから、それが財団債権に当たるかどうか

は、本税である租税債権が財団債権性を有するかどうかにかかるものというべきで

あるところ、上記のとおり、本税である源泉所得税に係る租税債権が財団債権に該

当する以上、その附帯税である不納付加算税に係る租税債権も財団債権に該当する

というべきである。 

オ 以上によれば、破産者は、破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済につ

いて、その支払をする者として、所得税法の規定に従って当該弁済及び配当に係る

【判示(8)】 
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源泉所得税を徴収し納付する義務を負い、その徴収及び納付は破産管財人の権限に

属すると解される。 

(2)ア 以上に対し、原告は、特に、破産債権に対する配当につき、破産債権の配当は

個別的執行手続等と同様、支払の任意性を欠き、その実体関係と切り離された手続

としての特殊性ゆえに配当は「支払」に当たらないから、破産債権の配当について

源泉徴収義務は生じないといった趣旨の主張をする。 

 確かに、個別的執行手続等において配当がされる場合、当該配当の効果は債務者

に帰属する上、債務者は執行等の対象とされた財産以外の財産についての管理及び

処分の権限を失わないにもかかわらず、源泉徴収義務を生じないと解すべき余地が

ある。しかしながら、このように解すべき余地があるのは、債務者が、法律上、当

該強制執行等に係る具体的財産及びそれが換価された金員について管理処分権を

喪失し、債務者が配当に充てるべき金員から当該配当に係る源泉所得税に相当する

金額を徴収して納付することができない上、執行機関等が債務者に代わってこれを

徴収ないし徴収、納付する権限を有する旨の実定法上の明文の規定も見当たらない

ことからして、当該配当に係る所得について源泉徴収制度を採用する合理的根拠に

欠けると考えられるからである。原告が主張するように、個別的執行手続等におけ

る配当が支払の任意性を欠き、又は実体関係と切り離された手続として行われるも

のであるとしても、当該配当により経済的利益が移転する以上、当該経済的利益を

所得税の課税対象とすることに何ら支障はなく、その徴収方法として源泉徴収制度

を採用するか否かは、立法政策の問題にすぎないというべきところ、前記(1)アに

おいて述べた源泉徴収制度の趣旨に照らしても、原告の主張する支払の任意性の欠

如や手続としての特殊性が直ちに当該配当に係る所得について源泉徴収制度を採

用することの合理性を失わせるものとは認め難い。そうであるとすれば、破産手続

における配当が支払の任意性を欠くこと及び実体関係と切り離された手続として

の特殊性を有することを根拠に源泉徴収の対象とはならない旨の原告の前記主張

は、その前提を欠くものとして、採用することができない。なお、原告は、破産債

権に対する配当は、本来の属性に従った債権に対する支払の意味を有せず、当該破

産債権の経済的価値に即した破産財団所属財産の金銭的価値の配分にすぎないか

ら、源泉徴収義務は生じない旨主張するが、個別的執行手続等における配当である

と破産手続における配当であるとを問わず、当該配当によって、当該配当に係る報

酬、料金等の実体法上の債権が消滅するのであるから、当該配当に係る経済的利益

の移転の原因である実体上の法律関係の内容、性質等に応じた種類の所得が発生す

ることは明らかである。したがって、個別的執行手続等及び破産手続における執行

債権ないし破産債権が実体法上の性質が捨象された債権としての様相を呈するこ

とを理由に源泉徴収義務を否定する原告の上記主張も、その前提を欠くものとして、

採用することができない。 

イ(ア) 原告は、破産管財人に源泉徴収義務を課し、源泉徴収の際に不可避的に生じ

得る過誤について個人として賠償責任を負い、又は法的紛争に巻き込まれるリス

クを負わせることに合理性はないと主張する。 

 確かに、退職手当等について源泉徴収を行う場合、退職手当等の支払を受ける

【判示(9)】 

【判示(10)】 
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者から退職所得の受給に関する申告書の提出を受けた上、所得税法２０１条の規

定に基づいて徴収すべき所得税の額を計算しなければならず、退職手当等の支払

を受ける者が多数の場合、当該退職手当等に係る源泉徴収及び納付手続に要する

事務量も相当なものとなるということができる。また、給与等について源泉徴収

を行う場合において、所得税法１９０条所定の要件に該当するときは、同条ない

し同法１９２条の規定等に従って年末調整をしなければならず、給与等の支払が

破産手続における破産債権に対する配当として行われる場合においても、当該配

当としての給与等の支払が同法１９０条所定の要件に該当するときは、年末調整

をしなければならないことになると解される。さらに、原告が指摘するとおり、

個別具体的な事案において、源泉徴収すべき所得税の額の計算方法等が法令上必

ずしも判然としないなど困難な法律解釈上の問題を生じる可能性や源泉徴収す

べき所得税の額の計算の根拠となるべき資料が散逸するなど事実上の問題を生

じる可能性も否定することができない。そうであるところ、通常、破産宣告前に

は破産債権者等と特段の関係を有しておらず、また、破産債権者等との間で利害

の対立する場合もある破産管財人が、上記のような必ずしも簡易とはいえない徴

収納付事務を破産手続の中で行う場合、源泉所得税の徴収納付について一定の過

誤が生じることを完全に予防することは困難であると考えられ、また、これにつ

いて破産管財人個人が賠償責任を負うこととなる危険を軽微なものと直ちに断

じることもできない。 

 しかしながら、以上のような点を勘案してもなお、各種所得又は報酬、料金等

に係る源泉徴収、納付手続において源泉徴収義務者すなわちこれらの所得又は報

酬、料金の支払をする者がすべきものとされている徴収すべき所得税の額の計算

や年末調整の手続を破産管財人において行うことが破産手続ないし破産管財人

の地位、権限等に照らして不可能又は著しく困難であるとまでいうことはできな

い。このことに加えて、前記のとおり、破産管財人は、破産財団の管理及び処分

をする権利を専有するものとされており、破産財団の規模、内容、破産債権者の

数等によっては破産管財人の業務内容が複雑、膨大なものとなることも少なくな

いのであって、このことをもしんしゃくすれば、破産法が源泉徴収、納付手続に

おける徴収すべき所得税の額の計算や年末調整の手続に係る事務の煩雑さ等を

理由に源泉徴収納付事務を破産管財人の権限から除外しているものと解するこ

とはできないというべきである。 

 また、個別の事案において源泉徴収すべき所得税の額の計算方法等について法

律解釈上ないし事実上の問題を生じ、破産管財人が個人として賠償責任を負う危

険を負担するとしても、そのような場面は源泉所得税の徴収、納付事務以外の管

財事務の遂行過程においても生じ得るものであることからすれば、直ちに一般的

に破産管財人が源泉徴収義務を負わないことの根拠とすることはできないとい

うべきである。仮に、上記のような点にかんがみ、破産手続中に生じる源泉所得

税について特例を設けるなどの立法措置が必要と考えられるとしても、それは前

述した立法府の政策的、技術的な裁量判断の範囲内に属する事柄というほかなく、

そのこと自体をもって、破産管財人の源泉徴収義務を否定すべき解釈上の根拠と

【判示(11)】 
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することはできないのである（なお、本件が、上記のような法律解釈上ないし事

実上の問題を生じるような事案でなかったことは、前記前提事実からして明らか

である。）。 

 のみならず、所得税法は、租税法規としての性格上、その適用を除外する旨の

明文の規定がない限り、源泉徴収制度を適用することがその趣旨に照らして著し

く不合理であることが明らかであるような場合は別として、その適用要件に該当

する限り当該制度が適用されることを当然の前提として規定しているものと解

される。そうであるところ、所得税法においては、源泉徴収の対象となるべき所

得等の受給者に係る申告所得税の納税義務については、当該年分の各種所得の金

額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入金額に算入すべき金額につきいわ

ゆる権利確定主義が採られている（同法３６条）のに対し、源泉所得税の納税義

務は、当該所得等の支払の時に当該所得の受給者に係る申告所得税の納税義務と

は別個のものとして成立、確定し、これと併存するものとされ、居住者に対して

課される所得税の額（算出所得税額）は、１暦年間におけるすべての所得の金額

を総合して課税総所得金額等を計算した上、これに所定の税率等を適用して算出

するものとされ、同法１２０条１項の規定により確定申告をする居住者は、総所

得金額若しくは退職所得金額又は純損失の金額の計算の基礎となった各種所得

につき同項５号の「源泉徴収をされた又はされるべき所得税の額」（以下「源泉

徴収税額」という。）がある場合には、これを算出所得税額から控除して納付す

べき所得税の額を計算し、その結果納付すべき税額があるときは、これを納付し

なければならないものとされ（同号、同法１２８条）、また、上記の計算上控除

しきれなかった金額があるときは、その金額に相当する所得税の還付を受けるこ

とができるものとして（同法１２０条１項６号、１３８条）、申告により納付す

べき税額の計算に当たり、算出所得税額から源泉徴収の規定に基づき徴収すべき

ものとされている所得税の額を控除することとし、これにより、源泉徴収制度と

の調整を図るものとされているのであって、上記税額の計算に当たり、源泉所得

税の徴収、納付における過不足の清算を行うことは予定されておらず、同法１２

０条１項５号にいう「源泉徴収をされた又はされるべき所得税の額」とは、同法

の源泉徴収の規定に基づき正当に徴収をされた又はされるべき所得税の額を意

味するものとされている（最高裁平成●●年（○○）第●●号同４年２月１８日

第三小法廷判決・民集４６巻２号７７頁参照）。このような源泉徴収制度の仕組

みにかんがみても、源泉徴収の対象となるべき所得等の支払がたまたま破産手続

における配当によって行われた場合に、その受給者において当該配当に係る源泉

徴収税額を申告により納付することは、所得税法がおよそ予定していないところ

というべきであり、他方で、前記のとおり、破産手続における配当について源泉

徴収制度を適用することは同法の定める源泉徴収制度の趣旨に沿うものという

べきであるから、これらの点からしても、同法は、破産手続における配当につい

て源泉徴収制度が適用されることを当然の前提として規定しているものと解さ

れるのである。 

(イ) さらに、原告は、破産債権の配当又は財団債権の弁済の際に生ずる源泉所得
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税の徴収納付に係る事務は、特定の破産債権者又は財団債権者の利益のためのも

のでしかなく、源泉徴収義務を破産管財人に課し、上記事務に係る費用を破産債

権者全体（破産財団）の負担とするのは妥当でないと主張する。 

 確かに、源泉所得税の本来の納税義務者はその支払を受ける者であるというこ

とができる。しかしながら、前記のとおり、所得税法は、源泉所得税の納税に関

しては、源泉徴収の対象となるべき所得の支払者が源泉所得税の徴収、納付の義

務を負い、国と法律関係を有するのは当該支払者のみで、本来の納税義務者であ

る受給者と国との間には直接の法律関係を生じないものとする仕組みを採用し

ているのであって、このような源泉徴収制度の仕組みが直ちに不合理であるとい

うことはできない以上、当該源泉所得税の徴収及び納付に係る費用をその支払を

する者において負担することは、所得税法が当然に予定するところというべきで

ある。そうであるとすれば、破産債権の配当又は財団債権の弁済の際の源泉所得

税の徴収及び納付に係る費用について、特定の破産債権者又は財団債権者の利益

のためのものでしかないというのは困難であり、破産手続において、破産者に対

する他の租税債権の納付に係る費用と同様に、破産債権の配当又は財団債権の弁

済の際の源泉所得税の徴収及び納付に係る費用を破産財団の負担とすることと

しても、破産法の趣旨目的に反するということはできない。 

(3) 小括 

ア 以上によれば、破産者は、破産債権に対する配当及び財団債権に対する弁済につ

いて、所得税法の規定に従い、当該弁済及び配当に係る所得税を徴収し納付する義

務を負い、その徴収納付は破産管財人の権限に属するというべきである。 

イ 破産管財人の報酬は、破産法４７条３号所定の財団債権に該当するものとして、

破産財団から弁済を受けるものとされているから、Ａは、本件管財人報酬について、

所得税法２０４条１項２号に掲げる報酬（弁護士の業務に関する報酬）の支払をす

る者に当たり、源泉所得税の徴収、納付義務を負う（なお、破産管財人が国家機関

として役務を提供するという側面を有することは否定し難いものの、破産法が、破

産管財人の報酬を財団債権とし、破産財団の中より弁済するという制度を採用して

いる以上、破産管財人の報酬の支払の効果は破産者に帰属するというほかない。）。 

 本件退職金は破産債権に該当するから、Ａは本件退職金について所得税法１９９

条にいう退職手当等の支払をする者に当たり、源泉所得税の徴収、納付義務を負う。 

 したがって、原告は、破産管財人としての権限に基づき、本件管財人報酬及び本

件退職金に係る所得税につき、源泉所得税を徴収し、これを納付する義務を負う。 

３ 争点(3)（原告が本件管財人報酬及び本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限まで

に納付しなかったことについて正当な理由があると認められるか）について 

(1) 不納付加算税は、源泉所得税の不納付による納税義務違反の事実があれば、原則

としてその違反者に対して課されるものであり、これによって、当初から適正に徴収

及び納付をした納税者との間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、源泉所

得税の不納付による納税義務違反の発生を防止し、適正な徴収納付の実現を図り、も

って納税の実を挙げようとする行政上の措置である。この趣旨に照らせば、源泉所得

税の不納付があっても例外的に不納付加算税が課されない場合として国税通則法６

【判示(12)】 

【判示(13)】 
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７条１項ただし書が定めた「正当な理由があると認められる場合」とは、真に納税者

の責めに帰することのできない客観的な事情があり、上記のような不納付加算税の趣

旨に照らしてもなお納税者に不納付加算税を賦課することが不当又は酷になる場合

をいうものと解するのが相当である。 

(2) 証拠（甲５から１４まで、甲１７、乙１、乙５）及び弁論の全趣旨によれば、以

下の各事実を認定することができる。 

ア(ア) 昭和４２年ころ丙弁護士が調査した限りでは、破産債権に対する配当に当た

り、破産管財人が源泉所得税の徴収及び納付をした例はなかったものの、課税庁

が、労働債権たる破産債権に対する配当をする場合に破産管財人は源泉徴収をし

なければならない旨を文書で申し入れた例があったほか、同弁護士は課税庁と労

働者側双方からの委託があることを条件に破産管財人として源泉所得税の徴収

納付業務を行ったことがあった。 

(イ) 被告は、現在の破産実務において、従業員の破産会社に対する給与債権の配

当等ないし破産管財人報酬に係る源泉所得税について破産管財人によって徴収

及び納付がされる例が少なからず存在する旨主張するが、本件において、このよ

うな事実を認めるに足りる証拠は提出されていない。また、課税庁において、本

件以外に破産管財人による破産債権の配当又は破産管財人の報酬の支払に係る

源泉所得税について納税告知等の処分をした例があることを認めるに足りる証

拠はなく、後記認定の破産実務の取扱いに照らしても、少なくとも、従前このよ

うな例はほとんどなかったものと推認される。 

イ(ア) 東京地方裁判所民事第２０部（破産再生部）は、平成５年９月１日発行の「管

財業務ニュース」において、管財事務としての給与、報酬の支払（破産管財業務

を遂行するため履行補助者を雇用した場合の賃金や給料の支払及び税理士の補

助を受けた場合の報酬の支払）につき、破産管財人に源泉徴収義務があるとし、

他方で、給与、退職金の配当については、従前、源泉徴収をするのが適当である

としていたが、この取扱いを改め、配当表に基づく配当は、給与、退職金の支払

の性質を失い、源泉所得税の徴収納付義務を負わないとの見解を採る旨を公表し、

その後、現在に至るまでこの取扱いを改めていない。なお、上記「管財業務ニュ

ース」には、破産管財人の報酬に係る源泉所得税の取扱いについての記述はない。 

(イ) 大阪地方裁判所第６民事部（倒産部）は、平成１０年２月作成の「破産管財

人の税務の手引き」において、破産宣告後に財団債権として支払う給与等（管財

業務のために従業員の雇用を継続し、又は新たに従業員を雇用したときの給与・

退職金等、管財業務のために補助を受けた税理士に対する報酬等）については、

源泉徴収義務を負うとし、他方で、破産宣告後に破産債権に対する配当として支

払う給与等については、見解が分かれているものの、破産債権に対する配当は、

民事執行と同じく強制的な換価・満足の手続であり、破産管財人は執行機関とし

て配当を行うから、源泉徴収の対象とされている給与等の支払に当たらず、源泉

徴収義務を負わないとの見解を採る旨公表し、その後、現在に至るまでこの取扱

いを改めていない。なお、上記「破産管財人の税務の手引き」に、破産管財人の

報酬に係る源泉所得税の取扱いについての記述はない。 
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(ウ) 名古屋地方裁判所民事第２部は、「破産管財人の税務の手引（平成１１年６

月改訂版）」において、大阪地方裁判所の上記「破産管財人の税務の手引き」と

同様の記載をし、破産宣告後に財団債権として支払う給与等については、源泉徴

収義務を負うが、破産宣告後に破産債権に対する配当として支払う給与等につい

ては、見解が分かれているものの、源泉徴収義務を負わないとの見解を採る旨公

表していた。なお、名古屋地方裁判所の上記「破産管財人の税務の手引（平成１

１年６月改訂版）」には、破産管財人の報酬に係る源泉所得税の取扱いについて

の記述はない。 

 その後、同部は、平成１９年１月作成の「破産管財人の税務の手引き（新法対

応版）」において、破産宣告前の給与債権について配当を行う場合について、破

産債権に対する配当は、民事執行と同じく、強制的な換価・満足の手続であり、

破産管財人は執行機関として配当を行うから、源泉徴収の対象とされている給与

等の支払に当たらず、一般に、破産管財人は源泉徴収義務を負わないと解されて

いるとし、新破産法（平成１６年法律第７５号）において財団債権化された労働

債権についても同様であるとしている。また、上記「破産管財人の税務の手引き

（新法対応版）」には、破産管財人報酬は、破産法人からその任にある弁護士に

対して支払われるものであるから、管財業務の補助者や税理士等に対する支払の

場合と同様、源泉所得税の徴収及び納付をする取扱いである旨の記述がされてい

る。 

ウ 破産管財人が労働債権たる破産債権に対する配当をするに当たり、源泉所得税の

徴収及び納付をする義務を負うか否かについては、学説上、見解が分かれているが、

この点について消極に解する旨の弁護士の論稿が複数公表されている。 

 他方、課税庁の発出した通達等において上記の点の取扱いについて規定したもの

はなく、課税庁の職員が監修をした公刊物等でこの点についての見解が述べられて

いるものもない。 

(3)ア 前記認定事実によれば、破産債権の配当に係る破産管財人の源泉徴収義務につ

いては、課税庁が個別の事案においてこれを肯定する見解を表明した例が過去にあ

ったことが認められる上、これを否定する旨の見解を通達や課税庁の職員が監修等

をした公刊物において表明したこともなかったものの、課税庁によって破産管財人

に対する源泉所得税の納税告知等の処分がされた例は従前ほとんどなかった。また、

上記源泉徴収義務につき、学説上は見解が分かれているものの、破産管財業務に携

わってきた弁護士等によってこれを否定する見解を採るべきとする論稿が複数発

表されるとともに、平成５年９月ころ以降、この見解を採る旨が東京、大阪、名古

屋の各地方裁判所の破産事件担当部から公表され、破産実務において、これに従っ

た取扱いが長期にわたりされてきており、関連判決以前に破産債権の配当に係る破

産管財人の源泉徴収義務について判示した裁判例も存在しなかったのである。これ

らによれば、遅くとも平成５年以降、破産債権の配当について破産管財人は源泉徴

収義務を負わないという実務慣行が形成され、破産裁判所も破産管財人もその旨の

共通認識の下に破産管財業務を遂行ないし監督し、課税庁においてもこれに対する

態度を明確にしないままこのような実務慣行をいわば黙認してきたものというこ

【判示(14)】 
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とができる。このことに加えて、個別的執行手続等における配当については源泉徴

収義務がないと解する余地があることなどからして、破産手続においても破産債権

の配当について破産管財人には源泉徴収義務はないとする見解にも相応の論拠が

あるといい得ることをも併せ考えると、破産管財人において、破産債権の配当につ

いて破産管財人に源泉徴収義務はないとして、これに係る源泉所得税の徴収及び納

付をしなかったとしても、それには無理からぬ面があり、それをもって当該破産管

財人の主観的な事情に基づく法律解釈の誤りにすぎないものということはできな

い。 

 以上のような事情の下においては、破産債権の配当に係る源泉所得税の徴収及び

納付の権限を有する原告が本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納付

しなかったことについて、真に原告の責めに帰することのできない客観的な事情が

あり、上記のような不納付加算税の趣旨に照らしてもなお破産者（Ａ）に不納付加

算税を賦課することが不当又は酷になるというのが相当であるから、国税通則法６

７条１項ただし書にいう「正当な理由」があるというべきである。 

 これに対し、被告は、原告が本件退職金に係る源泉所得税を法定納期限までに納

付しなかったことについて課税庁には何らの帰責事由もなく、法律の専門家である

弁護士であれば、破産管財人として労働債権の配当をした場合、所得税法上、何ら

かの源泉徴収義務が生ずる可能性があることは容易に想定することができ、また、

この点について、課税庁に照会するとともできた旨主張する。しかしながら、前記

認定事実によれば、遅くとも平成５年以降の破産実務においては、破産債権に対す

る配当について破産管財人に源泉徴収義務はないとする取扱いが慣行として行わ

れてきたのに、課税庁においてこの取扱いを否定する立場を積極的には表明して来

なかったのであり、少なくとも、原告において課税庁が破産実務における上記取扱

いを否定する立場を採用しているものと認識するなどし、破産債権に対する配当に

ついて源泉徴収義務が生じる可能性を想定することは著しく困難であったという

べきであるから、被告の前記主張を採用することはできない。 

 以上によれば、本件各処分のうち平成１２年８月分の源泉所得税に係る賦課決定

処分は、国税通則法６７条１項ただし書にいう「正当な理由があると認められる場

合」に該当するにもかかわらずされたものとして、その余の点を判断するまでもな

く、違法である。 

イ 前記認定事実及び弁論の全趣旨によれば、破産管財人の報酬に係る源泉所得税に

ついても、破産実務上、これを破産管財人において徴収し納付する例はほとんどな

いことがうかがえる上、破産管財人の報酬の支払に係る破産管財人の源泉徴収義務

について課税庁の見解を明らかにした通達や課税庁の職員の監修等による公刊物

等はなく、また、課税庁によって納税告知等の処分がされた例も従前ほとんどなく、

そのため関連判決以前にこの点について判断した裁判例も存在しなかったのであ

る。もっとも、この点について、上記源泉徴収義務をないとする見解が述べられた

論稿等は見当たらず、上記各地方裁判所の破産事件担当部においてもこれを否定す

る取扱いとする旨公表したことはなかったというのであり、むしろ、いずれの担当

部においても、管財業務のために従業員の雇用を継続し、又は新たに従業員を雇用

【判示(15)】 
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したときの給与・退職金等、管財業務のために補助を受けた税理士に対する報酬等

については、源泉所得税の徴収及び納付をする必要がある旨明らかにしていたとい

うのである（原告自身、平成１２年８月分の納税告知処分のうち本件司法書士報酬

１万１２１０円に係る源泉所得税の税額１２１円に係る部分については争ってい

ない。）。そうであるところ、既に説示したところからすれば、弁護士たる破産管財

人に対する報酬が所得税法２０４条１項２号の弁護士の業務に関する報酬又は料

金に当たらないとする見解に相応の論拠があるというのは困難である上、財団債権

に対する弁済については、特に手続上の特殊性があるといった事情もないから、破

産管財人において、破産管財人報酬の支払について破産管財人に源泉徴収義務はな

いとして、これに係る源泉所得税の徴収及び納付をしないのは、当該破産管財人の

主観的な事情に基づく法律解釈の誤りにすぎないものというほかない。 

 以上のような事情の下においては、原告が本件破産管財人報酬に係る源泉所得税

を法定納期限までに納付しなかったことについて、真に原告の責めに帰することの

できない客観的な事情があり、上記のような不納付加算税の趣旨に照らしてもなお

破産者（Ａ）に不納付加算税を賦課することが不当又は酷になるとまでいうことは

できないから、この点について、国税通則法６７条１項ただし書にいう「正当な理

由」があるということはできない。 

 これに対し、原告は、破産実務上、破産管財人報酬について源泉所得税の徴収及

び納付をすべきであるとは解されていなかったなどとして、上記「正当な理由」が

認められる旨主張するが、破産実務上、破産管財人報酬について源泉徴収がされな

いまま当該破産管財人個人において確定申告によりこれに係る所得税の納付をす

る取扱いがされていたとしても、以上認定説示したところからすれば、これをもっ

て直ちに上記「正当な理由」があると認めることはできないから、原告の前記主張

を採用することはできない。 

４ 平成１２年７月分及び平成１３年３月分に係る不納付加算税の額について 

(1) 平成１２年７月分について 

 本件管財人報酬のうち平成１２年７月３日支払分３０００万円に係る源泉所得税

の税額は、１００万円に１００分の１０を乗じた１０万円と、３０００万円のうち１

００万円を超える部分である２９００万円に１００分の２０を乗じた５８０万円と

の合計額５９０万円であり、本件司法書士報酬１万１２１０円に係る源泉所得税の税

額は、１万１２１０円から１万円を控除した１２１０円に１００分の１０を乗じた１

２１円であるから、同月分の不納付加算税の税額は、これらの合計５９０万０１２１

円の１万円未満の端数を切り捨てた５９０万円に１００分の１０を乗じた５９万円

である。 

 したがって、同額でされたＡの平成１２年７月分の源泉徴収による所得税に係る不

納付加算税賦課決定処分は、適法である。 

(2) 平成１３年３月分について 

 本件管財人報酬のうち平成１３年３月２８日支払分５０００万円に係る源泉所得

税の税額は、１００万円に１００分の１０を乗じた１０万円と、５０００万円のうち

１００万円を超える部分である４９００万円に１００分の２０を乗じた９８０万円

【判示(16)】 
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との合計額９９０万円であるから、同月分の不納付加算税の税額は、これに１００分

の１０を乗じた９９万円である。 

 したがって、同額でされたＡの平成１３年３月分の源泉徴収による所得税に係る不

納付加算税賦課決定処分は、適法である。 

５ 結論 

 以上によれば、原告の請求は、住吉税務署長が平成１５年１０月２３日付けでＡに対

してした同社の平成１２年８月分の源泉徴収による所得税に係る不納付加算税賦課決

定処分の取消しを求める限度で理由があるから、これを認容し、その余は、いずれも、

理由がないから、これを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 西川 知一郎 

   裁判官 岡田 幸人 

   裁判官 森田 亮 
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別紙１ 

別表第６ 源泉徴収のための退職所得控除額の表（第２０１条関係） 

退職所得控除額 退職所得控除額 

勤続年数 一般退職 

の場合 

障害退職 

の場合 

勤続年数 一般退職 

の場合 

障害退職 

の場合 

 千円 千円  千円 千円

2年以下 800 1,800 24年 10,800 11,800

  25年 11,500 12,500

  26年 12,200 13,200

    

3年 1,200 2,200 27年 12,900 13,900

4年 1,600 2,600 28年 13,600 14,600

5年 2,000 3,000 29年 14,300 15,300

    

6年 2,400 3,400 30年 15,000 16,000

7年 2,800 3,800 31年 15,700 16,700

8年 3,200 4,200 32年 16,400 17,400

    

9年 3,600 4,600 33年 17,100 18,100

10年 4,000 5,000 34年 17,800 18,800

11年 4,400 5,400 35年 18,500 19,500

    

12年 4,800 5,800 36年 19,200 20,200

13年 5,200 6,200 37年 19,900 20,900

14年 5,600 6,600 38年 20,600 21,600

    

15年 6,000 7,000 39年 21,300 22,300

16年 6,400 7,400 40年 22,000 23,000

17年 6,800 7,800   

     

18年 7,200 8,200

19年 7,600 8,600

20年 8,000 9,000

  

21年 8,700 9,700

22年 9,400 10,400

23年 10,100 11,100

41年以上 22,000千円に、

勤続年数が40

年を超える１

年ごとに700千

円を加算した

金額 

23,000千円に、

勤続年数が40

年を超える１

年ごとに700千

円を加算した

金額 

（注） この表における用語については、次に定めるところによる。 

(一) 「勤続年数」とは、第２０１条第２項（退職所得に係る徴収税額）に規定する勤続年数に準

ずる勤続年数をいう。 

(二) 「障害退職の場合」とは、第３０条第４項第３号（障害退職の控除額）に掲げる場合に該当

する場合をいう。 

(三) 「一般退職の場合」とは、障害退職の場合以外の退職の場合をいう。 

（備考） 

(一) 退職所得控除額を求めるには、(二)に該当する場合を除き、退職手当等に係る勤続年数に応

じ「勤続年数」欄の該当する行を求めるものとし、一般退職の場合にあつてはその行の「退職

所得控除額」の「一般退職の場合」欄に記載されている金額が、障害退職の場合にあつてはそ

の行の「退職所得控除額」の「障害退職の場合」欄に記載されている金額が、それぞれその退

職手当等に係る退職所得控除額である。 

(二) 第３０条第４項第１号に掲げる場合に該当するときは、同項の規定に準じて計算した金額が、

その退職手当等に係る退職所得控除額である。 
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別紙２ 

本件退職金に係る源泉徴収税額計算表 

番号 氏名 
採用年月日 

① 

退職年月日 

② 

勤続年数

③ 

解雇予告手当

④ 

年金信託契約

⑤ 

Ｃ事業団 

⑥ 

本件退職金

⑦ 

退職金合計

⑧ 

(④+⑤+⑥+⑦)

退職所得控除額

⑨ 

課税退職所得

⑩ 

((⑧-⑨)÷2)

算出税額 

⑪ 

年金信託契約

徴収税額⑫

Ｃ事業団徴収

税額⑬ 

差引税額 

⑪－⑫－⑬ 

1  昭和37年3月1日 平成11年9月16日 33 572,283 20,397,556 1,360,000 11,105,444 33,435,283 20,600,000 6,417,641 963,400 0 57,800 895,600 

2  昭和41年2月1日 平成11年9月16日 34 572,283 19,033,382 1,360,000 11,417,618 32,383,283 17,800,000 7,291,641 1,120,200 61,000 68,000 998,600 

3  昭和41年3月6日 平成11年9月16日 34 562,500 17,006,029 1,360,000 10,850,971 29,779,500 17,800,000 5,989,750 867,800 0 28,300 839,500 

4  昭和41年10月1日 平成11年9月16日 33 426,686 13,914,483 1,360,000 8,426,517 24,127,686 17,100,000 3,513,843 372,600 0 0 372,600 

5  昭和42年2月1日 平成11年9月16日 33 491,918 11,473,442 1,360,000 10,745,558 24,070,918 17,100,000 3,485,459 367,000 0 0 367,000 

5  昭和44年3月17日 平成11年9月16日 31 458,040 10,162,500 1,360,000 10,754,500 22,735,040 15,700,000 3,517,520 373,400 0 0 373,400 

7  昭和44年3月20日 平成11年9月16日 31 368,798 8,052,519 1,360,000 8,346,481 18,127,798 15,700,000 1,213,899 121,300 0 0 121,300 

8  昭和44年3月20日 平成11年9月16日 31 545,620 11,283,646 1,360,000 9,218,354 22,407,620 15,700,000 3,353,810 340,600 0 0 340,600 

9  昭和44年3月20日 平成11年9月16日 31 435,184 7,830,591 1,360,000 8,004,409 17,630,184 15,700,000 965,092 96,500 0 0 96,500 

10  昭和44年3月20日 平成11年9月16日 31 463,290 10,025,166 1,360,000 10,542,834 22,391,290 15,700,000 3,345,645 339,000 0 0 339,000 

11  昭和45年3月23日 平成11年9月16日 30 458,614 9,622,574 1,360,000 9,432,426 20,873,614 15,000,000 2,936,807 293,600 0 0 293,600 

12  昭和45年3月23日 平成11年9月16日 30 518,164 10,149,596 1,360,000 7,568,404 19,596,164 15,000,000 2,298,082 229,800 0 0 229,800 

13  昭和45年3月23日 平成11年9月16日 30 434,803 10,202,154 1,360,000 9,772,846 21,769,803 15,000,000 3,384,901 346,800 0 0 346,800 

14  昭和45年3月23日 平成11年9月16日 30 484,993 15,608,905 1,360,000 8,484,095 25,937,993 15,000,000 5,468,996 763,600 30,400 68,000 665,200 

15  昭和45年4月1日 平成11年9月16日 30 452,223 11,155,817 1,360,000 8,580,183 21,558,223 15,000,000 3,279,111 327,900 0 0 327,900 

16  昭和46年3月20日 平成11年9月16日 29 490,984 10,956,619 1,360,000 9,626,381 22,433,984 14,300,000 4,066,992 483,200 0 0 483,200 

17  昭和46年3月20日 平成11年9月16日 29 525,082 12,229,517 1,360,000 9,950,483 24,065,082 14,300,000 4,882,541 646,400 0 0 646,400 

18  昭和46年6月11日 平成11年9月16日 29 539,516 12,863,203 1,360,000 9,684,797 24,447,516 14,300,000 5,073,758 684,600 0 0 684,600 

19  昭和47年4月1日 平成11年9月16日 28 451,370 7,610,681 1,360,000 8,781,319 18,203,370 13,600,000 2,301,685 230,100 0 0 230,100 

20  昭和47年4月1日 平成11年9月16日 28 504,954 10,436,630 1,360,000 8,929,370 21,230,954 13,600,000 3,815,477 433,000 0 0 433,000 

21  昭和47年4月1日 平成11年9月16日 28 580,842 10,442,810 1,360,000 9,835,190 22,218,842 13,600,000 4,309,421 531,800 0 0 531,800 

22  昭和47年4月1日 平成11年9月16日 29 448,635 9,102,112 1,360,000 8,195,888 19,106,635 13,600,000 2,753,317 275,300 0 0 275,300 

23  昭和47年6月3日 平成11年9月16日 28 467,101 14,289,724 1,360,000 7,493,276 23,610,101 13,600,000 5,005,050 671,000 34,400 68,000 568,600 

24  昭和48年4月1日 平成11年9月16日 27 523,961 9,462,518 1,360,000 8,884,482 20,230,961 12,900,000 3,665,480 403,000 0 0 403,000 

25  昭和48年4月1日 平成11年9月16日 27 475,984 7,375,898 1,360,000 7,694,102 16,905,984 12,900,000 2,002,992 200,200 0 0 200,200 

26  昭和48年4月1日 平成11年9月16日 27 392,938 7,757,439 1,360,000 7,633,561 17,143,938 12,900,000 2,121,969 212,100 0 0 212,100 

27  昭和49年4月1日 平成11年9月16日 26 557,609 9,112,992 1,360,000 9,191,008 20,221,609 12,200,000 4,010,804 472,000 0 0 472,000 
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番号 氏名 
採用年月日 

① 

退職年月日 

② 

勤続年数

③ 

解雇予告手当

④ 

年金信託契約

⑤ 

Ｃ事業団 

⑥ 

本件退職金

⑦ 

退職金合計

⑧ 

(④+⑤+⑥+⑦)

退職所得控除額

⑨ 

課税退職所得

⑩ 

((⑧-⑨)÷2)

算出税額 

⑪ 

年金信託契約

徴収税額⑫

Ｃ事業団徴収

税額⑬ 

差引税額 

⑪－⑫－⑬ 

28  昭和50年1月21日 平成11年9月16日 25 0 9,483,971 1,360,000 7,654,029 18,498,000 11,500,000 3,499,000 369,800 0 0 369,800 

29  昭和50年4月1日 平成11年9月16日 25 518,814 7,241,451 1,360,000 7,813,549 16,933,814 11,500,000 2,716,907 271,600 0 0 271,600 

30  昭和50年4月1日 平成11年9月16日 25 464,229 6,059,440 1,040,000 7,819,560 15,383,229 11,500,000 1,941,614 194,100 0 0 194,100 

31  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 369,998 6,391,410 1,360,000 6,046,590 14,167,998 10,800,000 1,683,999 168,300 0 0 168,300 

32  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 561,399 7,719,294 1,360,000 7,677,706 17,318,399 10,800,000 3,259,199 325,900 0 0 325,900 

33  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 483,500 6,790,623 1,360,000 7,062,377 15,696,500 10,800,000 2,448,250 244,800 0 0 244,800 

34  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 486,660 7,508,301 1,360,000 8,036,699 17,391,660 10,800,000 3,295,830 329,500 0 0 329,500 

35  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 463,824 7,610,726 1,360,000 6,390,274 15,824,824 10,800,000 2,512,412 251,200 0 0 251,200 

36  昭和51年4月1日 平成11年9月16日 24 428,596 6,906,579 1,360,000 6,278,421 14,973,596 10,800,000 2,086,798 208,600 0 0 208,600 

37  昭和51年4月20日 平成11年9月16日 24 499,260 9,583,889 1,360,000 6,212,111 17,655,260 10,800,000 3,427,630 355,400 0 7,100 348,300 

38  昭和51年12月6日 平成11年9月16日 23 557,609 11,274,144 1,360,000 6,335,856 19,527,609 10,100,100 4,713,804 612,600 58,700 68,000 485,900 

39  昭和52年4月1日 平成11年9月16日 23 530,819 5,857,343 1,040,000 6,762,657 14,190,819 10,100,000 2,045,409 204,500 0 0 204,500 

40  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 412,528 5,234,818 1,040,000 6,139,182 12,826,528 9,400,000 1,713,264 171,300 0 0 171,300 

41  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 440,286 6,551,786 1,360,000 5,716,214 14,068,286 9,400,000 2,334,143 233,400 0 0 233,400 

42  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 439,552 5,298,128 1,040,000 6,262,872 13,040,552 9,400,000 1,820,276 182,000 0 0 182,000 

43  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 422,922 5,549,083 1,360,000 5,878,917 13,210,922 9,400,000 1,905,461 190,500 0 0 190,500 

44  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 497,778 6,119,206 1,040,000 7,311,794 14,968,778 9,400,000 2,684,389 268,400 0 0 268,400 

45  昭和53年4月1日 平成11年9月16日 22 442,443 5,361,438 1,040,000 6,386,562 13,230,443 9,400,000 1,915,221 191,500 0 0 191,500 

46  昭和53年9月1日 平成11年9月16日 22 431,149 5,027,028 1,040,000 5,886,972 12,385,149 9,400,000 1,492,574 149,200 0 0 149,200 

47  昭和53年10月2日 平成11年9月16日 21 371,905 4,751,020 1,040,000 5,288,980 11,451,905 8,700,000 1,375,952 137,500 0 0 137,500 

48  昭和54年4月1日 平成11年9月16日 21 438,026 4,908,824 1,040,000 5,732,176 12,119,026 8,700,000 1,709,513 170,900 0 0 170,900 

49  昭和54年4月1日 平成11年9月16日 21 387,558 4,550,660 1,040,000 5,463,340 11,441,558 8,700,000 1,370,779 137,000 0 0 137,000 

50  昭和54年4月1日 平成11年9月16日 21 509,651 5,056,862 1,040,000 5,726,138 12,332,651 8,700,000 1,816,325 181,600 0 0 181,600 

51  昭和54年4月1日 平成11年9月16日 21 443,074 4,851,681 1,040,000 5,615,319 11,950,074 8,700,000 1,625,037 162,500 0 0 162,500 

52  昭和55年4月1日 平成11年9月16日 20 371,450 4,056,008 1,040,000 4,937,992 10,405,450 8,000,000 1,202,725 120,200 0 0 120,200 

53  昭和55年4月1日 平成11年9月16日 20 446,327 4,638,557 1,360,000 4,337,443 10,782,327 8,000,000 1,391,163 139,100 0 0 139,100 

54  昭和55年4月1日 平成11年9月16日 20 417,541 4,434,834 1,040,000 4,742,166 10,634,541 8,000,000 1,317,270 131,700 0 0 131,700 

55  昭和55年8月8日 平成11年9月16日 20 368,587 5,067,070 1,360,000 3,285,930 10,081,587 8,000,000 1,040,793 104,000 0 0 104,000 

56  昭和56年4月6日 平成11年9月16日 19 454,504 4,947,818 1,360,000 4,789,182 11,551,564 7,600,000 1,975,782 197,500 0 0 197,500 
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⑪－⑫－⑬ 

57  昭和56年5月1日 平成11年9月16日 19 289,652 3,481,020 1,040,000 3,927,980 8,738,652 7,600,000 569,326 56,900 0 0 56,900 

58  昭和56年9月1日 平成11年9月16日 19 311,694 2,966,079 1,040,000 3,490,921 7,808,694 7,600,000 104,347 10,400 0 0 10,400 

59  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 376,772 3,642,897 1,040,000 4,120,103 9,179,772 7,200,000 989,886 98,900 0 0 98,900 

60  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 381,643 3,190,758 1,040,000 3,988,242 8,600,643 7,200,000 700,321 70,000 0 0 70,000 

61  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 343,027 3,190,758 1,040,000 3,988,242 8,562,027 7,200,000 681,013 68,100 0 0 68,100 

62  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 330,016 3,032,945 1,040,000 3,623,055 8,026,016 7,200,000 413,008 41,300 0 0 41,300 

63  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 398,426 3,621,037 1,040,000 4,071,963 9,131,426 7,200,000 965,713 96,500 0 0 96,500 

64  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 460,536 3,642,897 1,040,000 4,120,103 9,263,536 7,200,000 1,031,768 103,100 0 0 103,100 

65  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 387,988 3,218,501 1,040,000 3,333,499 7,979,988 7,200,000 389,994 38,900 0 0 38,900 

66  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 367,895 3,379,114 1,040,000 4,011,886 8,798,895 7,200,000 799,447 79,900 0 0 79,900 

67  昭和57年4月1日 平成11年9月16日 18 394,973 2,548,984 1,040,000 3,727,016 7,710,973 7,200,000 255,486 25,500 0 0 25,500 

68  昭和57年7月1日 平成11年9月16日 18 385,051 4,648,488 1,360,000 1,859,512 8,253,051 7,200,000 526,525 52,600 0 0 52,600 

69  昭和57年10月1日 平成11年9月16日 17 424,733 3,941,295 1,040,000 3,964,705 9,370,733 6,800,000 1,285,366 128,500 0 0 128,500 

70  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 414,783 2,501,714 1,040,000 3,130,286 7,086,783 6,800,000 143,391 14,300 0 0 14,300 

71  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 393,466 2,849,620 1,040,000 3,217,380 7,500,466 6,800,000 350,233 35,000 0 0 35,000 

72  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 424,438 3,081,987 1,040,000 3,343,013 7,889,438 6,800,000 544,719 54,400 0 0 54,400 

73  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 377,285 2,925,506 1,040,000 3,391,494 7,734,285 6,800,000 467,142 46,700 0 0 46,700 

74  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 424,927 2,837,711 1,040,000 3,353,289 7,705,927 6,800,000 452,963 45,200 0 0 45,200 

75  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 394,650 3,070,073 1,040,000 3,794,927 8,299,650 6,800,000 749,825 74,900 0 0 74,900 

76  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 385,973 2,527,003 1,040,000 3,196,997 7,149,973 6,800,000 174,986 17,400 0 0 17,400 

77  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 362,318 2,514,251 1,040,000 3,163,749 7,080,318 6,800,000 140,159 14,000 0 0 14,000 

78  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 426,174 3,028,885 1,040,000 3,695,115 8,191,174 6,800,000 695,587 69,500 0 0 69,500 

79  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 428,801 3,039,310 1,040,000 3,231,690 7,739,801 6,800,000 469,900 46,900 0 0 46,900 

80  昭和58年4月1日 平成11年9月16日 17 442,827 2,839,617 1,040,000 3,592,383 7,914,827 6,800,000 557,413 55,700 0 0 55,700 

81  昭和58年6月1日 平成11年9月16日 17 338,614 2,003,525 1,040,000 2,676,475 6,058,614 6,800,000 0 0 0 0 0 

82  昭和59年4月1日 平成11年9月16日 16 405,752 2,735,056 1,040,000 3,005,944 7,186,752 6,400,000 393,376 39,300 0 0 39,300 

83  昭和59年4月1日 平成11年9月16日 16 453,259 2,452,640 1,040,000 3,006,360 6,952,259 6,400,000 276,129 27,600 0 0 27,600 

84  昭和59年4月1日 平成11年9月16日 16 372,622 1,756,164 1,040,000 2,473,836 5,642,622 6,400,000 0 0 0 0 0 

85  昭和59年4月1日 平成11年9月16日 16 439,735 2,460,479 1,040,000 3,026,521 6,966,735 6,400,000 283,367 28,300 0 0 28,300 
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86  昭和59年4月1日 平成11年9月16日 16 399,007 2,520,032 1,040,000 3,170,968 7,136,007 6,400,000 368,003 36,800 0 0 36,800 

87  昭和59年10月3日 平成11年9月16日 15 311,058 3,790,813 1,360,000 905,187 6,367,058 6,000,000 183,529 18,300 0 0 18,300 

88  
昭和59年12月17

日 
平成11年9月16日 15 310,121 3,022,484 1,360,000 1,320,516 6,013,121 6,000,000 6,560 600 0 0 600 

89  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 295,562 1,538,359 1,040,000 2,102,641 4,976,562 6,000,000 0 0 0 0 0 

90  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 400,796 2,181,860 1,040,000 2,620,140 6,242,796 6,000,000 121,398 12,100 0 0 12,100 

91  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 385,102 1,699,759 1,040,000 2,230,241 5,355,102 6,000,000 0 0 0 0 0 

92  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 398,490 2,397,932 1,040,000 2,767,068 6,603,490 6,000,000 301,745 30,100 0 0 30,100 

93  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 353,852 1,839,686 1,040,000 2,221,314 5,454,852 6,000,000 0 0 0 0 0 

94  昭和60年4月1日 平成11年9月16日 15 455,455 2,336,273 1,040,000 2,602,727 5,434,455 6,000,000 217,227 21,700 0 0 21,700 

95  昭和60年11月1日 平成11年9月16日 14 340,690 2,395,608 1,040,000 2,118,392 5,894,690 5,600,000 147,345 14,700 0 0 14,700 

96  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 434,850 1,710,482 1,040,000 1,808,518 4,993,850 5,600,000 0 0 0 0 0 

97  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 358,609 1,838,410 1,040,000 2,132,590 5,379,609 5,600,000 0 0 0 0 0 

98  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 362,759 1,941,899 1,040,000 1,999,101 5,343,759 5,600,000 0 0 0 0 0 

99  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 327,541 1,950,113 1,040,000 2,020,887 5,338,541 5,600,000 0 0 0 0 0 

100  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 388,007 1,883,616 1,040,000 1,847,384 5,159,007 5,600,000 0 0 0 0 0 

101  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 364,060 1,959,725 1,040,000 2,041,275 5,405,060 5,600,000 0 0 0 0 0 

102  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 409,187 1,523,408 1,040,000 1,721,592 4,694,187 5,600,000 0 0 0 0 0 

103  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 405,787 1,950,113 1,040,000 2,020,887 5,416,787 5,600,000 0 0 0 0 0 

104  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 448,397 2,025,202 1,040,000 2,208,798 5,722,397 5,600,000 61,198 6,100 0 0 6,100 

105  昭和61年4月1日 平成11年9月16日 14 353,407 1,830,476 1,040,000 2,110,524 5,334,407 5,600,000 0 0 0 0 0 

106  昭和61年10月1日 平成11年9月16日 13 475,870 3,201,002 1,040,000 2,470,998 7,187,870 5,200,000 993,935 99,300 0 0 99,300 

107  昭和62年4月1日 平成11年9月16日 13 383,350 1,574,951 1,040,000 1,401,049 4,399,350 5,200,000 0 0 0 0 0 

108  昭和63年4月1日 平成11年9月16日 12 416,401 1,292,228 1,040,000 674,772 3,423,401 4,800,000 0 0 0 0 0 

109  昭和63年4月1日 平成11年9月16日 12 373,309 947,459 1,040,000 665,541 3,026,309 4,800,000 0 0 0 0 0 

110  昭和63年4月1日 平成11年9月16日 12 306,313 819,325 560,000 940,675 2,626,313 4,800,000 0 0 0 0 0 

111  昭和63年7月1日 平成11年9月16日 12 477,846 3,761,185 1,256,652 314,163 5,809,846 4,800,000 504,923 50,400 0 0 50,400 

112  昭和63年7月20日 平成11年9月16日 12 427,964 3,751,374 1,212,500 303,126 5,694,964 4,800,000 447,482 44,700 0 0 44,700 

113  昭和63年9月12日 平成11年9月16日 12 259,658 1,552,828 972,137 243,035 3,027,658 4,800,000 0 0 0 0 0 

114  平成1年4月1日 平成11年9月16日 11 322,827 751,046 560,000 789,954 2,423,827 4,400,000 0 0 0 0 0 
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115  平成1年4月1日 平成11年9月16日 11 354,604 956,999 1,040,000 400,001 2,751,604 4,400,000 0 0 0 0 0 

116  平成1年4月1日 平成11年9月16日 11 408,729 961,422 1,040,000 636,578 3,046,729 4,400,000 0 0 0 0 0 

117  平成1年4月1日 平成11年9月16日 11 344,637 1,023,942 1,040,000 588,058 2,996,637 4,400,000 0 0 0 0 0 

118  平成1年4月1日 平成11年9月16日 11 314,875 961,422 1,040,000 636,578 2,952,875 4,400,000 0 0 0 0 0 

119  平成2年4月1日 平成11年9月16日 10 320,623 630,752 964,998 241,250 2,207,623 4,000,000 0 0 0 0 0 

120  平成2年4月1日 平成11年9月16日 10 249,953 643,265 560,000 452,735 1,905,953 4,000,000 0 0 0 0 0 

121  平成2年4月1日 平成11年9月16日 10 283,884 643,265 560,000 452,735 1,939,884 4,000,000 0 0 0 0 0 

122  平成2年4月1日 平成11年9月16日 10 297,595 643,265 560,000 452,735 1,953,595 4,000,000 0 0 0 0 0 

123  平成2年9月1日 平成11年9月16日 10 437,229 2,892,361 1,204,511 301,128 4,835,229 4,000,000 417,614 41,700 0 4,800 36,900 

124  平成2年11月1日 平成11年9月16日 9 352,004 956,438 803,649 200,913 2,313,004 3,600,000 0 0 0 0 0 

125  平成3年2月1日 平成11年9月16日 9 335,305 987,629 949,896 237,475 2,510,305 3,600,000 0 0 0 0 0 

126  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 313,944 581,521 560,000 498,479 1,953,944 3,600,000 0 0 0 0 0 

127  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 237,303 579,274 560,000 493,726 1,870,303 3,600,000 0 0 0 0 0 

128  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 293,269 503,036 560,000 247,964 1,604,269 3,600,000 0 0 0 0 0 

129  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 378,184 503,036 560,000 247,964 1,689,184 3,600,000 0 0 0 0 0 

130  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 302,128 503,036 560,000 247,964 1,613,128 3,600,000 0 0 0 0 0 

131  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 281,316 463,861 560,000 245,139 1,550,316 3,600,000 0 0 0 0 0 

132  平成3年4月1日 平成11年9月16日 9 370,208 503,036 560,000 247,964 1,681,208 3,600,000 0 0 0 0 0 

133  平成3年4月15日 平成11年9月16日 9 348,297 1,129,473 936,421 234,106 2,648,297 3,600,000 0 0 0 0 0 

134  平成3年10月14日 平成11年9月16日 8 318,567 838,001 875,199 218,800 2,250,567 3,200,000 0 0 0 0 0 

135  平成3年11月1日 平成11年9月16日 8 271,461 858,834 644,932 161,234 1,936,461 3,200,000 0 0 0 0 0 

136  平成4年2月12日 平成11年9月16日 8 320,951 944,933 683,253 170,814 2,119,951 3,200,000 0 0 0 0 0 

137  平成4年4月1日 平成11年9月16日 8 311,629 526,970 745,624 186,406 1,770,629 3,200,000 0 0 0 0 0 

138  平成4年4月1日 平成11年9月16日 8 242,805 378,710 478,632 119,658 1,219,805 3,200,000 0 0 0 0 0 

139  平成4年4月1日 平成11年9月16日 8 254,031 555,770 728,984 182,246 1,721,031 3,200,000 0 0 0 0 0 

140  平成4年4月1日 平成11年9月16日 8 286,674 396,954 515,236 128,810 1,327,674 3,200,000 0 0 0 0 0 

141  平成4年4月1日 平成11年9月16日 8 229,127 489,468 560,000 217,532 1,496,127 3,200,000 0 0 0 0 0 

142  平成4年6月1日 平成11年9月16日 8 462,302 1,283,382 363,694 90,924 2,200,302 3,200,000 0 0 0 0 0 

143  平成4年6月1日 平成11年9月16日 8 215,087 497,155 603,876 150,969 1,467,087 3,200,000 0 0 0 0 0 
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144  平成4年11月1日 平成11年9月16日 7 189,815 1,102,282 257,374 64,344 1,613,815 2,800,000 0 0 0 0 0 

145  平成4年11月9日 平成11年9月16日 7 623,886 2,779,548 915,561 228,891 4,547,886 2,800,000 873,943 87,300 0 0 87,300 

146  平成4年11月9日 平成11年9月16日 7 375,691 1,087,107 782,314 195,579 2,440,691 2,800,000 0 0 0 0 0 

147  平成4年11月9日 平成11年9月16日 7 430,772 2,399,514 473,188 118,298 3,421,772 2,800,000 310,886 31,000 0 3,600 27,400 

148  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 354,160 444,915 560,000 210,085 1,569,160 2,800,000 0 0 0 0 0 

149  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 367,330 373,061 455,151 113,788 1,309,330 2,800,000 0 0 0 0 0 

150  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 339,138 373,061 455,151 113,788 1,281,138 2,800,000 0 0 0 0 0 

151  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 262,536 324,322 416,542 104,136 1,107,536 2,800,000 0 0 0 0 0 

152  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 260,663 324,322 416,542 104,136 1,105,663 2,800,000 0 0 0 0 0 

153  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 272,437 324,322 416,542 104,136 1,117,437 2,800,000 0 0 0 0 0 

154  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 224,339 324,322 416,542 104,136 1,069,339 2,800,000 0 0 0 0 0 

155  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 285,955 324,322 416,542 104,136 1,130,955 2,800,000 0 0 0 0 0 

156  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 315,275 444,915 560,000 210,085 1,530,275 2,800,000 0 0 0 0 0 

157  平成5年4月1日 平成11年9月16日 7 318,465 444,915 560,000 210,085 1,533,465 2,800,000 0 0 0 0 0 

158  平成5年6月21日 平成11年9月16日 7 422,795 1,596,563 729,149 182,288 2,930,795 2,800,000 65,397 6,500 0 0 6,500 

159  平成5年9月1日 平成11年9月16日 7 351,135 588,962 476,030 119,008 1,535,135 2,800,000 0 0 0 0 0 

160  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 351,502 364,108 466,313 116,579 1,298,502 2,400,000 0 0 0 0 0 

161  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 288,156 364,108 466,313 116,579 1,235,156 2,400,000 0 0 0 0 0 

162  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 333,861 356,998 472,001 118,001 1,280,861 2,400,000 0 0 0 0 0 

163  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 401,785 356,998 472,001 118,001 1,348,785 2,400,000 0 0 0 0 0 

164  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 331,485 349,802 477,758 119,440 1,278,485 2,400,000 0 0 0 0 0 

165  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 290,489 272,718 385,025 96,257 1,044,489 2,400,000 0 0 0 0 0 

166  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 332,185 272,718 385,025 96,257 1,086,185 2,400,000 0 0 0 0 0 

167  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 268,331 280,015 379,188 94,797 1,022,331 2,400,000 0 0 0 0 0 

168  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 260,857 261,224 314,220 78,556 914,857 2,400,000 0 0 0 0 0 

169  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 273,040 349,802 477,758 119,440 1,220,040 2,400,000 0 0 0 0 0 

170  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 325,479 272,718 385,025 96,257 1,079,479 2,400,000 0 0 0 0 0 

171  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 335,396 356,998 472,001 118,001 1,262,396 2,400,000 0 0 0 0 0 

172  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 272,558 349,802 477,758 119,440 1,219,558 2,400,000 0 0 0 0 0 
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173  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 210,840 362,442 463,646 115,912 1,152,840 2,400,000 0 0 0 0 0 

174  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 0 348,197 475,042 118,761 942,000 2,400,000 0 0 0 0 0 

175  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 231,994 281,095 380,724 95,181 988,994 2,400,000 0 0 0 0 0 

176  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 206,722 281,095 380,724 95,181 963,722 2,400,000 0 0 0 0 0 

177  平成6年4月1日 平成11年9月16日 6 210,523 281,095 380,724 95,181 967,523 2,400,000 0 0 0 0 0 

178  平成6年7月12日 平成11年9月16日 6 198,394 243,014 265,588 66,398 773,394 2,400,000 0 0 0 0 0 

179  平成6年9月1日 平成11年9月16日 6 228,615 388,583 375,533 93,884 1,086,615 2,400,000 0 0 0 0 0 

180  平成6年11月7日 平成11年9月16日 5 503,604 2,142,168 408,665 102,167 3,156,604 2,000,000 578,302 57,800 0 0 57,800 

181  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 275,521 262,983 320,013 80,004 938,521 2,000,000 0 0 0 0 0 

182  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 284,389 266,866 316,907 79,227 947,389 2,000,000 0 0 0 0 0 

183  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 349,735 277,462 308,430 77,103 1,012,735 2,000,000 0 0 0 0 0 

184  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 284,418 266,866 316,907 79,227 947,418 2,000,000 0 0 0 0 0 

185  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 295,549 266,866 316,907 79,227 958,549 2,000,000 0 0 0 0 0 

186  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 296,858 262,983 320,013 80,004 959,858 2,000,000 0 0 0 0 0 

187  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 250,395 262,983 320,013 80,004 913,395 2,000,000 0 0 0 0 0 

188  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 322,465 262,983 320,013 80,004 985,465 2,000,000 0 0 0 0 0 

189  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 310,393 262,983 320,013 80,004 973,393 2,000,000 0 0 0 0 0 

190  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 262,381 222,314 299,748 74,938 859,381 2,000,000 0 0 0 0 0 

191  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 276,303 188,762 208,190 52,048 725,303 2,000,000 0 0 0 0 0 

192  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 248,506 208,966 192,027 48,007 697,506 2,000,000 0 0 0 0 0 

193  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 252,218 208,966 192,027 48,007 701,218 2,000,000 0 0 0 0 0 

194  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 245,608 222,314 299,748 74,938 842,608 2,000,000 0 0 0 0 0 

195  平成7年4月1日 平成11年9月16日 5 226,981 262,983 320,013 80,004 889,981 2,000,000 0 0 0 0 0 

196  平成7年4月20日 平成11年9月16日 5 0 241,587 284,330 71,083 597,000 2,000,000 0 0 0 0 0 

197  平成7年8月21日 平成11年9月16日 5 421,396 594,715 360,228 90,057 1,466,396 2,000,000 0 0 0 0 0 

198  平成7年8月21日 平成11年9月16日 5 295,729 141,384 164,492 41,124 642,729 2,000,000 0 0 0 0 0 

199  平成7年10月1日 平成11年9月16日 4 401,516 906,739 325,008 81,253 1,714,516 1,600,000 57,258 5,700 0 0 5,700 

200  平成8年1月25日 平成11年9月16日 4 439,177 1,293,483 402,013 100,504 2,235,177 1,600,000 317,588 31,700 0 0 31,700 

201  平成8年2月14日 平成11年9月16日 4 283,270 187,419 224,464 56,117 751,270 1,600,000 0 0 0 0 0 
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202  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 273,052 174,243 227,005 56,752 731,052 1,600,000 0 0 0 0 0 

203  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 302,777 177,643 224,285 56,072 760,777 1,600,000 0 0 0 0 0 

204  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 317,995 174,243 227,005 56,752 775,995 1,600,000 0 0 0 0 0 

205  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 266,342 176,978 224,817 56,205 724,342 1,600,000 0 0 0 0 0 

206  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 277,691 176,978 224,817 56,205 735,691 1,600,000 0 0 0 0 0 

207  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 331,436 184,087 219,130 54,783 789,436 1,600,000 0 0 0 0 0 

208  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 263,865 176,978 224,817 56,205 721,865 1,600,000 0 0 0 0 0 

209  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 261,931 176,978 224,817 56,205 719,931 1,600,000 0 0 0 0 0 

210  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 278,243 174,243 227,005 56,752 736,243 1,600,000 0 0 0 0 0 

211  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 265,350 176,978 224,817 56,205 723,350 1,600,000 0 0 0 0 0 

212  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 267,398 176,978 224,817 56,205 725,398 1,600,000 0 0 0 0 0 

213  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 274,590 177,643 224,285 56,072 732,590 1,600,000 0 0 0 0 0 

214  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 323,562 176,978 224,817 56,205 781,562 1,600,000 0 0 0 0 0 

215  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 260,641 161,098 180,721 45,181 647,641 1,600,000 0 0 0 0 0 

216  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 277,233 156,247 184,602 46,151 664,233 1,600,000 0 0 0 0 0 

217  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 257,765 161,098 180,721 45,181 644,765 1,600,000 0 0 0 0 0 

218  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 258,697 151,200 188,640 47,160 645,697 1,600,000 0 0 0 0 0 

219  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 235,905 161,098 180,721 45,181 622,905 1,600,000 0 0 0 0 0 

220  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 204,689 130,677 104,258 26,065 465,689 1,600,000 0 0 0 0 0 

221  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 243,771 130,677 104,258 26,065 504,771 1,600,000 0 0 0 0 0 

222  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 0 176,978 224,817 56,205 458,000 1,600,000 0 0 0 0 0 

223  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 327,687 174,243 227,005 56,752 785,687 1,600,000 0 0 0 0 0 

224  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 257,765 161,098 180,721 45,181 644,765 1,600,000 0 0 0 0 0 

225  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 255,685 176,978 224,817 56,205 713,685 1,600,000 0 0 0 0 0 

226  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 203,504 160,327 179,733 44,935 588,504 1,600,000 0 0 0 0 0 

227  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 230,743 160,327 179,738 44,935 615,743 1,600,000 0 0 0 0 0 

228  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 232,926 160,327 179,738 44,935 617,926 1,600,000 0 0 0 0 0 

229  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 217,587 160,327 179,738 44,935 602,587 1,600,000 0 0 0 0 0 

230  平成8年4月1日 平成11年9月16日 4 433,861 785,106 132,715 33,179 1,384,861 1,600,000 0 0 0 0 0 
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231  平成8年10月1日 平成11年9月16日 3 409,925 1,113,428 161,257 40,315 1,724,925 1,200,000 262,462 26,200 0 3,700 22,500 

232  平成8年11月1日 平成11年9月16日 3 314,821 291,582 285,134 71,284 962,821 1,200,000 0 0 0 0 0 

233  平成9年1月6日 平成11年9月16日 3 325,938 452,874 335,300 83,826 1,197,938 1,200,000 0 0 0 0 0 

234  平成9年1月7日 平成11年9月16日 3 378,029 329,535 238,772 59,693 1,006,029 1,200,000 0 0 0 0 0 

235  平成9年3月1日 平成11年9月16日 3 481,774 2,057,198 19,841 4,961 2,563,774 1,200,000 681,887 68,100 42,800 1,000 24,300 

236  平成9年3月24日 平成11年9月16日 3 384,878 287,243 254,205 63,552 989,878 1,200,000 0 0 0 0 0 

237  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 261,603 123,448 191,641 47,911 624,603 1,200,000 0 0 0 0 0 

238  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 262,261 127,069 188,744 47,187 625,261 1,200,000 0 0 0 0 0 

239  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 241,026 123,448 191,641 47,911 604,026 1,200,000 0 0 0 0 0 

240  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 244,140 123,448 191,641 47,911 607,140 1,200,000 0 0 0 0 0 

241  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 259,134 123,448 191,641 47,911 622,134 1,200,000 0 0 0 0 0 

242  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 258,270 123,448 191,641 47,911 621,270 1,200,000 0 0 0 0 0 

243  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 261,914 127,069 188,744 47,187 624,914 1,200,000 0 0 0 0 0 

244  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 259,990 123,448 191,641 47,911 622,990 1,200,000 0 0 0 0 0 

245  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 282,450 123,448 191,641 47,911 645,450 1,200,000 0 0 0 0 0 

246  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 216,008 127,069 188,744 47,187 579,008 1,200,000 0 0 0 0 0 

247  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 250,212 108,301 107,359 26,840 493,212 1,200,000 0 0 0 0 0 

248  平成9年4月1日 平成11年9月16日 3 210,257 95,012 118,390 29,598 453,257 1,200,000 0 0 0 0 0 

249  平成9年5月12日 平成11年9月16日 3 263,923 104,312 187,750 46,938 602,923 1,200,000 0 0 0 0 0 

250  平成9年11月1日 平成11年9月16日 2 202,930 89,065 149,548 37,387 478,930 800,000 0 0 0 0 0 

251  平成9年11月16日 平成11年9月16日 2 383,110 842,977 236,018 59,005 1,521,110 800,000 360,555 36,000 2,100 11,800 22,100 

252  平成9年12月1日 平成11年9月16日 2 412,039 984,917 122,466 30,617 1,550,039 800,000 375,019 37,500 9,200 6,100 22,200 

253  平成9年12月1日 平成11年9月16日 2 181,310 51,968 85,625 21,407 340,310 800,000 0 0 0 0 0 

254  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 250,131 73,785 111,372 27,843 463,131 800,000 0 0 0 0 0 

255  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 259,329 73,785 111,372 27,843 482,329 800,000 0 0 0 0 0 

256  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 243,160 73,785 111,372 27,843 456,160 800,000 0 0 0 0 0 

257  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 246,376 73,785 111,372 27,843 459,376 800,000 0 0 0 0 0 

258  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 274,133 73,785 111,372 27,843 487,133 800,000 0 0 0 0 0 

259  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 298,650 69,336 114,931 28,733 511,650 800,000 0 0 0 0 0 
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260  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 260,970 69,336 114,931 28,733 473,970 800,000 0 0 0 0 0 

261  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 256,358 73,785 111,372 27,843 469,358 800,000 0 0 0 0 0 

262  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 267,440 73,785 111,372 27,843 480,440 800,000 0 0 0 0 0 

263  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 233,438 73,785 111,372 27,843 446,438 800,000 0 0 0 0 0 

264  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 220,453 73,785 111,372 27,843 433,453 800,000 0 0 0 0 0 

265  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 234,894 55,403 58,077 14,520 362,894 800,000 0 0 0 0 0 

266  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 233,631 55,403 58,077 14,520 361,631 800,000 0 0 0 0 0 

267  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 231,221 55,403 58,077 14,520 359,221 800,000 0 0 0 0 0 

268  平成10年4月1日 平成11年9月16日 2 177,905 55,403 58,077 14,520 305,905 800,000 0 0 0 0 0 

269  平成10年5月6日 平成11年9月16日 2 168,290 37,837 60,930 15,233 282,290 800,000 0 0 0 0 0 

270  1年未満 平成11年9月16日 - 492,290 0 0 0 492,290 800,000 0 0 0 0 0 

271  1年未満 平成11年9月16日 - 586,957 0 0 0 586,957 800,000 0 0 0 0 0 

272  1年未満 平成11年9月16日 - 635,870 0 0 0 635,870 800,000 0 0 0 0 0 

273  1年未満 平成11年9月16日 - 675,323 0 0 0 675,323 800,000 0 0 0 0 0 

274  1年未満 平成11年9月16日 - 544,549 0 0 0 544,549 800,000 0 0 0 0 0 

275  1年未満 平成11年9月16日 - 507,483 0 0 0 507,483 800,000 0 0 0 0 0 

276  1年未満 平成11年9月16日 - 713,857 0 0 0 713,857 800,000 0 0 0 0 0 

277  1年未満 平成11年9月16日 - 193,696 0 0 0 193,696 800,000 0 0 0 0 0 

278  1年未満 平成11年9月16日 - 620,217 0 0 0 620,217 800,000 0 0 0 0 0 

279  1年未満 平成11年9月16日 - 612,235 0 0 0 612,235 800,000 0 0 0 0 0 

280  1年未満 平成11年9月16日 - 504,153 0 0 0 504,153 800,000 0 0 0 0 0 

281  1年未満 平成11年9月16日 - 228,931 0 0 0 228,931 800,000 0 0 0 0 0 

282  1年未満 平成11年9月16日 - 675,607 0 0 0 675,607 800,000 0 0 0 0 0 

283  1年未満 平成11年9月16日 - 684,783 0 0 0 684,783 800,000 0 0 0 0 0 

284  1年未満 平成11年9月16日 - 146,739 0 0 0 146,739 800,000 0 0 0 0 0 

285  1年未満 平成11年9月16日 - 97,826 0 0 0 97,826 800,000 0 0 0 0 0 

286  1年未満 平成11年9月16日 - 146,739 0 0 0 146,739 800,000 0 0 0 0 0 

287  1年未満 平成11年9月16日 - 225,139 0 0 0 225,139 800,000 0 0 0 0 0 

288  1年未満 平成11年9月16日 - 190,761 0 0 0 190,761 800,000 0 0 0 0 0 
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289  1年未満 平成11年9月16日 - 200,543 0 0 0 200,543 800,000 0 0 0 0 0 

290  1年未満 平成11年9月16日 - 183,913 0 0 0 183,913 800,000 0 0 0 0 0 

291  1年未満 平成11年9月16日 - 158,478 0 0 0 158,478 800,000 0 0 0 0 0 

292  1年未満 平成11年9月16日 - 218,762 65,142 0 0 283,904 800,000 0 0 0 0 0 

293  1年未満 平成11年9月16日 - 357,900 0 0 0 357,900 800,000 0 0 0 0 0 

294  1年未満 平成11年9月16日 - 810,342 0 0 0 810,342 800,000 5,171 500 0 0 500 

295  1年未満 平成11年9月16日 - 365,571 0 0 0 265,571 800,000 0 0 0 0 0 

296  1年未満 平成11年9月16日 - 254,621 27,963 0 0 282,584 800,000 0 0 0 0 0 

297  1年未満 平成11年9月16日 - 206,077 27,963 0 0 234,040 800,000 0 0 0 0 0 

298  1年未満 平成11年9月16日 - 266,176 27,963 0 0 294,139 800,000 0 0 0 0 0 

299  1年未満 平成11年9月16日 - 246,779 21,162 0 0 267,941 800,000 0 0 0 0 0 

300  1年未満 平成11年9月16日 - 245,842 21,162 0 0 267,004 800,000 0 0 0 0 0 

301  1年未満 平成11年9月16日 - 199,442 27,963 0 0 227,405 800,000 0 0 0 0 0 

302  1年未満 平成11年9月16日 - 230,155 21,162 0 0 251,317 800,000 0 0 0 0 0 

303  1年未満 平成11年9月16日 - 246,668 40,941 0 0 287,609 800,000 0 0 0 0 0 

304  1年未満 平成11年9月16日 - 213,116 21,162 0 0 234,278 800,000 0 0 0 0 0 

305  1年未満 平成11年9月16日 - 0 0 0 530,000 530,000 800,000 0 0 0 0 0 

合計    105,581,018 700,196,203 187,829,572 594,152,808 1,581,759,601 20,773,400 239,200 396,200 20,138,000 
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別紙３ 

本件各処分一覧 

 所得類型 年月分 法定納期限 本税 不納付加算税

1 報酬 平成12年7月 平成12年8月10日 5,900,121 590,000

2 退職 平成12年8月 平成12年9月11日 20,138,000 2,013,000

3 報酬 平成13年3月 平成13年4月10日 9,900,000 990,000

 


